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議会議決の日の翌日から令和７年９月３０日まで

ただし、令和５年３月までに解体工事に着手すること。

11,060.29㎡（ごみ処理施設（1・2・3号炉）、し尿処理施設及び管理棟含む）

　アスベストを含有する外装材等の撤去工事

【工事内容】

　ごみ処理施設（1・2・3号炉）、し尿処理施設、管理棟ほかの解体工事

　建物解体に伴う電気、水道、機械設備等の撤去工事

７   建設工事の種類

６   最低制限価格 無し(低入札価格調査制度を適用しない。)

解体工事

　(5) 施工の方式は、特定共同企業体の各構成員が一体となって工事を施工する共同施工方式とする。

　ダイオキシン類が付着した焼却炉等の撤去工事

４   工期 本案件の請負契約は、広島中央環境衛生組合議会の議決を要するものである。

５   予定価格 1,988,000,000円  （消費税及び地方消費税相当額を除く。）

　(2) 構成員の出資比率は３０％以上とし、代表者の出資比率は構成員中最大とする。

　(3) 特定共同企業体の結成は、各構成員の自由意思による任意の結成方式とする。

設計施工一括発注方式 入札公告

    次のとおり、条件付一般競争入札をするので、地方自治法施行令第１６７条の６の規定により公告する。

    また、各項に掲げるもののほか、広島中央環境衛生組合建設工事条件付一般競争入札公告共通事項（建設工事）（以下「共通事項」という。）

 による。

１号工事

２   工事場所 東広島市西条町上三永

３   工事概要 【建物概要】

令和4年10月4日

広島中央環境衛生組合  管理者  髙 垣　 德

１   工事名 賀茂環境衛生センター解体工事

　ごみ処理施設（1・2号炉） 鉄骨・鉄筋コンクリート造　地下1階／地上5階

処理能力１５０ｔ／日（75ｔ/24ｈ×2炉）　昭和60年竣工

　ごみ処理施設（3号炉） 鉄骨・鉄筋コンクリート造　地下1階／地上5階

処理能力１５０ｔ/日（150ｔ/24ｈ×1炉）　平成13年竣工

　し尿処理施設 鉄骨・鉄筋コンクリート造　地下1階／地上5階

処理能力２１０㎘/日（105㎘/24ｈ×2系列）＋４２㎘/日　昭和60年竣工

　管理棟 鉄骨・鉄筋コンクリート造　地上2階　平成13年竣工

　延床面積

８   施工の方式

　　特定建設工事共同企業体（以下「特定共同企業体」という。）又は単体企業

　　ただし、特定共同企業体又は単体企業のいずれかでの参加しか認めない。

９　特定共同企業体の構成に係る要件

　(1) 10に掲げる要件を満たす２者（代表者（Ａ群）及び代表者以外の構成員（Ｂ群））で構成するものとする。

　(4) いずれの構成員も本件工事において他の特定共同企業体の構成員となることはできない。
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900点以上

総合評定値（Ｐ）

　東広島市、竹原市又は大崎上島町のいずれかの令和３・４年度建設工事競争入札参加資格者として認定されていること、次に
掲げる要件を全て満たしていること。なお、それぞれに特記してある場合を除き、上記７の建設工事の種類について満たしてい
るものとする。

　(1) 特定共同企業体　代表者（Ａ群）

解体工事

要

　経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の総合評定値
（Ｐ）及び完成工事高が記載されている建設工事の種類をいう
（以下同じ。）。

次のいずれにも該当する技術者を施工現場に専任で
配置できる者

解体工事

　同種工事の元請施工実績 問わないものとする。

該当工事に係る監理技術者の資格を有する者

代表者以外の構成員と直接的かつ恒常的な雇用
関係にある者

　技術者

　建設業の許可を受けている営業所所在地等 広島県内に営業所を有する者

　総合評定値（Ｐ）

解体工事 750点以上

　認定業種

　建設業法第１５条の許可（特定建設業許可）の要否

　(2) 特定共同企業体　代表者以外の構成員（Ｂ群)

　認定業種 解体工事

　建設業法第１５条の許可（特定建設業許可）の要否

　建設業の許可を受けている営業所所在地等

広島県内に営業所を有する者

　総合評定値（Ｐ）

営業所とは、建設業法（昭和24年法律第100号）第3条第1項で
許可を受けた営業所とする（以下同じ。)。

主たる営業所とは、建設業許可申請書別表又は別紙二の「主た
る営業所」欄に記載されている営業所とする（以下同じ。）。

本店とは、登記されている本店とする（以下同じ。）。

要

総合評定値（Ｐ）とは、公告日から１年７か月前以降の日を審
査基準日とする経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書
であって最新のものに記載されている当該 建設工事の種類の
総合評定値（P）をいう（以下同じ。）。

　同種工事の元請施工実績 平成２４年度から公告日までの間に、処理能力が１
日あたり１００ｔ以上のダイオキシン類除却工事を
伴う一般廃棄物焼却処理施設（地方公共団体が設置
した施設に限る。）の解体工事（改修工事等を除
く。）を元請人又は特定共同企業体の代表者として
施工した実績を有する者

必ず「共通事項 ４」 の基準等を満たすこと（以下同じ。）。

総合評定値（Ｐ）

１０　競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項

　技術者

該当工事に係る監理技術者の資格を有する者

代表者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者

必ず「共通事項 ４」 の基準等を満たすこと（以下同じ。）。

次のいずれにも該当する技術者を施工現場に専任で
配置できる者
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総合評定値（Ｐ）

　技術者

　(3) 債務負担行為に係る契約の特則。各会計年度における請負代金の支払限度額及び出来高予定額は次のとおりとする。

令和４年度　支払限度額　請負代金額（税込み）の0.45％（出来高予定額　　請負代金額（税込み）の0.45％）

令和５年度　支払限度額　請負代金額（税込み）の25％（出来高予定額　　請負代金額（税込み）の25％）

令和７年度　支払限度額　支払限度額　残額（出来高予定額　　残額）

令和７年度　１回

入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあ
る者

　(3) 単体企業

　認定業種 解体工事

　建設業法第１５条の許可（特定建設業許可）の要否 要

令和６年度　支払限度額　請負代金額（税込み）の72％（出来高予定額　　請負代金額（税込み）の72％）

　総合評定値（Ｐ）

１１　その他入札条件（詳細については共通公告に記載）

　(1) 使用契約約款：「設計施工一括発注工事対象請負契約約款」及び「特約事項」（広島中央環境衛生組合ホームページ掲載のもの）

　(2) 市町村税の滞納のない者対象案件：共通公告1(11)参照

解体工事

該当工事に係る監理技術者の資格を有する者

平成２４年度から公告日までの間に、処理能力が１
日あたり１００ｔ以上のダイオキシン類除却工事を
伴う一般廃棄物焼却処理施設（地方公共団体が設置
した施設に限る。）の解体工事（改修工事等を除
く。）を元請人又は特定共同企業体の代表者として
施工した実績を有する者

次のいずれにも該当する技術者を施工現場に専任で
配置できる者

　(5) 本工事は、建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者（特例監理技術者）の配置は認めない。

　(4) 部分払：各年度における請求できる回数は次のとおりとする。

令和４年度　１回

令和５年度　１回

令和６年度　１回

　建設業の許可を受けている営業所所在地等 広島県内に営業所を有する者

900点以上

　同種工事の元請施工実績
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　　　入札の結果、落札候補者となった者は、次の提出資料各１部を速やかに提出すること。

提出資料 詳細

　経営規模等評価結果
通知書・総合評定値通
知書の写し

開札日の前日から１年７か月前以降の日を審査基準日と
するもの

　施工実績及び配置予
定技術者確認資料

様式６（原則、添付ファイルはＥｘｃｅｌ形式で提出す
ること）

※○印のある者は該当書類を提出すること。(6)については特定共同企業体で１部作成し提出すること。

東広島市、竹原市又は大崎上島町のいずれかの令和３・
４年度建設工事競争入札参加資格認定通知書の写しを提
出すること。

○ ○ ○

　令和３・４年度建設
工事競争入札参加資格
認定通知書の写し

　市町納税証明書（原
本）

東広島市、竹原市又は大崎上島町のいずれかに納税義務
を有する者のみ提出。
なお、提出日前３か月以内に発行されたものとする。

　建設業許可申請書別
紙二の写し

営業所一覧表の写し

①経営業務の管理責任者証明書の写し（建設業法施行規
則別記様式第７号）
②専任技術者証明書の写し（建設業法施行規則別記様式
第８号）又は専任技術者一覧表の写し

　経営業務の管理責任
者及び専任技術者を確
認するための資料

次のいずれか１つ以上

　「監理技術者資格者証（表・裏）の写し」及び
「監理技術者講習修了証の写し」
※監理技術者資格者証の裏面に監理技術者講習修了
履歴が記載されている場合は、「監理技術者講習修
了証の写し」は不要とする。

　「技術者合格証明書の写し」及び「雇用関係にあ
ることを確認できる書類（健康保険証等）の写し」

○

○

○ ○

○ ○

○ ○○

※解体工事業に係る技術者の資格として、上記のほ
かに実務経験が必要とされている場合には、実務経
歴書を提出すること。

　　　本案件入札は、紙入札にて行う。

  (2) 資格要件確認資料（事後審査）　　　　　　　

１２　入札参加及び提出資料

  (1) 入札参加

資
格
要
件
確
認
資
料

　技術者の経験を確認
するための資料

○ ○

　会社の実績を確認す
るための資料

　技術者の資格を確認
するための資料

次のいずれか１つ以上

　※ア又はイのいずれにおいても、１０(1)オ及びに
１０(3)オに規定する内容の記載が無い場合、契約書
の写し［約款を除く、内容が確認できる部分の仕様
書を含む。］を加える。

　ＣＯＲＩＮＳ（登録内容確認書）の写し

　発注者の証明書の写し

　誓約書

○

―

○

様式７（原則、添付ファイルはＷｏｒｄ形式で提出する
こと）

○ ○

単体企業

特定共同企
業体代表者
以外の構成

員

特定共同企
業体代表者

必要なし

○ ○

※施工実績
を除く。

― ○

― ―

○



手  続  き  等

公 告 日

設 計 図 書 の 閲 覧

現場確認申込期間

現 場 確 認 期 間

質 問 書 提 出 期 間

回 答 書 閲 覧 期 間

入札及び開札日時

事 後 審 査 FAX等にて落札者決定通知を行う。

令和４年１０月４日

令和４年１０月４日～
令和４年１１月７日

令和４年１０月　４日～
令和４年１０月１１日

令和４年１０月　４日～
令和４年１０月１７日

令和４年１０月　４日～
令和４年１０月１８日

令和４年１０月２５日～
令和４年１１月　７日

広島中央エコパーク管理棟３階会議室（東広島市西条町上三永１０７５９
番地２）にて行う。
※入札書（広島中央環境衛生組合建設工事競争契約入札心得別記様式第１
号）へ記載する入札金額は、消費税及び地方消費税相当額を含まない額と
すること。
※契約締結等の権限を営業所等に委任する者は委任状(様式４)を提出する
こと。
※入札書の提出に合わせて使用印鑑届(様式５)を提出すること。実印を使
用印とする者も実印を押して提出すること。
※入札書の提出は代表者(契約締結等の権限の委任がある場合は、当該受任
者を含む。以下同じ。)が行うこととし、代表者の記名、押印をすること。
特定共同企業体においては特定共同企業体名の名称の記載を加えること。
※入札書は封緘するものとし、封筒に工事名、単体企業名又は特定共同企
業体名、代表者名を記入のうえ、代表者印により封印されたものとするこ
と。
※代表者が入札に参加できない場合は、代理人は、代表者が記名、押印し
た委任状を提出すること。
※入札金額の積算内訳書（広島中央環境衛生組合建設工事競争契約入札心
得別記様式第４号）は、代表者が記名、押印（２枚以上となる場合は割
印）したものすること。特定共同企業体においては特定共同企業体名の名
称の記載を加えること。
※積算内訳書は封緘するものとし、封筒に工事名、単体企業名又は特定共
同企業体名、代表者名を記入のうえ、代表者印により封印されたものとす
ること。
※特定共同企業体において、入札時に各構成員が記名・押印した特定共
同企業体協定書（任意様式）の写しを提出すること。
※落札候補者となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、く
じ引きを実施し、若い番号を引いた者を落札候補者とする。

質問書（広島中央環境衛生組合建設工事競争契約入札心得別記様式第２
号）により施設１課へ持参すること。
提出期間後の質問は受け付けない。なお、特定共同企業体においては、質
問書の提出は代表者が行うこととし、特定共同企業体名の名称の記載に加
え代表者の記名、押印があれば良いこととするが、特定共同企業体が結成
できていない場合に限り、個別に質問書を提出しても良いこととする。

現場確認申込書（様式３）により申込みを行うこと。現場確認の日程の決
定は先着順とする。

開札後に入札参加資格要件を
審査し、その後落札決定を行
う。

事 後 審 査 書 類
提 出 期 間

落札候補者決定の翌日から起
算して３日以内

開札により落札候補者となった者は、広島中央環境組合の指定する日時ま
でに、資格要件確認資料(1)から(10)の書類を持参して提出すること。

広島中央環境衛生組合ホームページに一部を掲載する。その他の設計図書
は貸出または閲覧とする。貸出による場合は設計図書借用書（様式１）に
より請求し、閲覧による場合は設計図書閲覧申込書（様式２）により申込
みを行うこと。貸出す設計図書は閲覧可能な設計図書の一部である。
※設計図書を閲覧していない者のした入札は、無効とする。

広島中央環境衛生組合ホームページに掲載する。
回答書の有無を確認し、回答書がある場合は、必ず閲覧すること。

１３　日程等に関する事項

場  所  ・  留  意  事  項

広島中央環境衛生組合ホームページ及び広島中央環境衛生組合掲示板に掲
示する。

期  間  ・  期  日  等

令和４年１１月８日
午前１０時００分



イ　手形交換所による取引停止処分を受けているもの又は手形小切手の不渡りを出した者

ウ　東広島市、竹原市又は大崎上島町の指名除外措置を受けている者

エ　建設業法（昭和24年法律第100号）第２８条第３項又は第５項の規定による営業停止処分を受けている者

１５　問合せ先

広島中央環境衛生組合  施設１課  (東広島市西条町上三永１０７５９番地２   電話：082-426-0820　FAX：082-426-0674）

ア　共通公告１(１)(２)(３)に掲げる事項

１４　契約締結に関する事項

　本工事に係る工事請負契約は広島中央環境衛生組合議会の議決を有するものであるので、落札決定後、仮契約を締結し、
組合議会の議決を経て本契約とするものとする。

(1)

(2) 　開札の日から組合議会の議決を経るまでの間のいずれかの日において、入札者である特定共同企業体の構成員の全員若し
くは一部の者又は単体企業である者が次の要件のいずれかに該当する者となったときは、落札者としない、又は仮契約を締
結しない、若しくは解除することがある。
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第１章 総  則 

 

 本仕様書は、広島中央環境衛生組合（以下、「本組合」という。）が計画している、賀茂環

境衛生センター解体工事の見積仕様に適用する。 

 本工事は、性能発注方式（設計施工契約方式）による発注及び契約であるため、受注者が本

仕様書の条件（安全、各種基準値の遵守、工期等）を満足させた責任設計施工とする。 

  

 

第１節 計画概要 

 

１．一般概要 

  賀茂環境衛生センター解体工事（以下、「本工事」という。）は、賀茂環境衛生センター

（以下、「本施設」という。）の敷地内に残存する焼却施設、し尿処理施設、管理棟ほか付

帯する全ての施設及び設備の解体、撤去、処分を行うものである。 

  本施設の解体にあたっては、飛散防止の対策をしたうえで、汚染物の除去及び除去した汚

染物の処理・処分を各種法律等にのっとり適正に行うほか、作業環境、周辺環境等にも注意

して、不備のないように十分配慮すること。 

  また、解体・撤去後の跡地利用計画は未定であるため、原則として、図-5解体撤去後の計

画概略図の状態（計画概略図には表現していないが、維持管理上必要となるフェンス、雨水

排水設備等も含む）にするものとする。 

  なお、本工事は環境省『循環型社会形成推進交付金』の対象事業として行うものとするた

め交付金取扱要領等に留意すること。 

 

２．工 事 名 

  賀茂環境衛生センター解体工事 

 

３．解体施設 

  1) ごみ処理施設（1･2号炉） 

   構    造：鉄骨・鉄筋コンクリート造 地下1階/地上5階 

   処 理 能 力：150ｔ/日（75ｔ/24ｈ×2炉） 

   処 理 方 式：ストーカ方式 

   竣    工：昭和60年9月（平成16年9月改良） 

  2) ごみ処理施設（3号炉） 

   構    造：鉄骨・鉄筋コンクリート造 地下1階/地上5階 

   処 理 能 力：150ｔ/日（150ｔ/24ｈ×1炉） 

   処 理 方 式：ストーカ方式 

   竣    工：平成13年3月 

  3) し尿処理施設 
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   構    造：鉄骨・鉄筋コンクリート造 地下1階/地上5階 

   処 理 能 力：210㎘/日（105㎘/24ｈ×2系列）＋42㎘/日 

   処 理 方 式：高負荷脱窒素処理方式＋浄化槽汚泥専用前処理設備 

   竣    工：昭和60年9月（平成11年3月増設） 

  4) 管理棟 

   構    造：鉄骨・鉄筋コンクリート造 地上2階 

   竣    工：平成13年3月 

 

４．工事場所 

  広島県東広島市西条町上三永 賀茂環境衛生センター 

 

５．敷地面積等 

  敷 地 面 積：80,268.47㎡（ごみ処理施設、し尿処理施設及び管理棟を含む） 

  建 物 面 積： 5,257.95㎡（ごみ処理施設、し尿処理施設及び管理棟を含む） 

  延 床 面 積：11,060.29㎡（ごみ処理施設、し尿処理施設及び管理棟を含む） 

  都市計画区域：都市施設（汚物処理場及びごみ焼却場） 

 

６．解体撤去施設概要（全て停止中） 

  1) 共通設備（ごみ・し尿） 

   ・計量設備（計量器、計量棟等） 

   ・搬入道路（ランプウエイ） 

   ・管 理 棟 

   ・洗 車 場 

  2) ごみ処理施設（1･2号炉） 

   ・工場棟、外周道路 

   ・煙突（煙突上部は閉鎖に伴い蓋を設置済み） 

   ・受入供給設備（ごみ計量機、プラットホーム、投入扉、ごみピット、ごみクレーン、

破砕機、ダンピングボックス等） 

   ・燃焼設備（投入ホッパ、焼却炉本体、駆動用油圧ユニット、助燃バーナ、助燃油タン

ク、灯油移送ポンプ等） 

   ・燃焼ガス冷却設備（ガス冷却施設、噴射水槽、噴射水ポンプ等） 

   ・排ガス処理設備（集塵装置、塩化水素除去装置等） 

   ・通風設備（押込送風機、後燃焼送風機、空気予熱器、誘引送風機等） 

   ・灰出し設備（火格子落じんコンベア、灰押出機、主灰コンベア、ガス冷却灰コンベア、

集じん灰コンベア、飛灰固化装置、灰ピット、灰クレーン等） 

   ・給水設備 

   ・排水処理設備 

   ・電気設備 

   ・計装設備ほか 

  3) ごみ処理施設（3号炉） 
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   ・工場棟、外周道路（人工地盤を含む） 

   ・煙突（煙突上部は閉鎖に伴い蓋を設置済み） 

   ・受入供給設備（ごみ計量機、プラットホーム、投入扉、ごみピット、ごみクレーン、

薬液噴霧装置、可燃性粗大ごみ切断機等） 

   ・燃焼設備（ごみホッパ・シュート、燃焼装置、焼却炉本体、助燃装置、汚泥移送装置

等） 

   ・燃焼ガス冷却設備（ガス冷却室、噴霧ノズル、減温塔等） 

   ・排ガス処理設備（集塵装置、有害ガス除去装置、窒素酸化物除去装置、活性炭吸着吹

込み装置等） 

   ・余熱利用設備（温水発生装置、場内給湯用温水供給設備等） 

   ・通風設備（押込送風機、二次押込送風機、炉壁冷却用送風機、燃焼用空気予熱器、燃

焼用空気予熱機用ダスト除去装置、通風ダクト、煙道、誘引送風機等） 

   ・灰出し設備（灰シュート、落じんコンベア、灰押出装置、灰出しコンベア、灰分散機、

灰ピット、灰クレーン、飛灰処理装置等） 

   ・給排水設備（プラント用受水槽、プラント用高架水槽、プラント用揚水ポンプ、噴射

水槽（再利用水槽）、機器冷却水ポンプ、屋内消火栓ポンプ、灰汚水ポンプ、噴射水

加圧ポンプ、生活用高架水槽、冷却塔、洗車排水ポンプ等） 

   ・共通機器設備（雑用空気圧縮機、計装用空気圧縮機、手動洗車装置、自動窓洗浄装置

等） 

   ・電気設備 

   ・計装設備ほか 

  4) し尿処理施設 

   ・受入・貯留設備（沈砂槽、受入槽、前処理中継槽、繊維除去分離液槽、貯留槽、受入

口、沈砂除去装置、受入槽攪拌ポンプ、破砕機、夾雑物除去装置、アルカリ洗浄装置、

繊維除去装置投入ポンプ、繊維除去装置、し渣コンベア、貯留槽供給ポンプ、投入ポ

ンプ、スカム破砕ポンプ等） 

   ・予備受入・貯留設備（予備沈砂槽、予備受入槽、予備貯留槽、移送ポンプ、汚水ポン

プ、定量ポンプ等） 

   ・高負荷処理設備（第１反応槽、曝気槽、第２反応槽、混和槽、凝集槽、凝集沈殿槽、

接触槽、処理水貯留槽、第１反応槽攪拌装置、曝気ブロワ、曝気循環ポンプ、第２反

応槽攪拌装置、主循環ポンプ、ｐＨ調整装置、メタノール注入装置、曝気槽消泡装置、

消泡剤注入装置、チリングユニット、熱交換器、冷却循環ポンプ、固液分離装置供給

ポンプ、固液分離装置、ポリマ注入装置、返送汚泥ポンプ、分離液移送ポンプ、混和

槽攪拌機、凝集槽攪拌機、凝集沈殿槽内部装置、凝集汚泥引抜ポンプ、硫酸バンド注

入装置、処理水移送ポンプ、プラント給水ポンプ等） 

   ・浄化槽汚泥処理（前曝気槽、混和凝集槽、固液分離槽、分離液槽、混和放流槽、濃縮

槽、曝気ブロワ、薬品注入装置、混和槽攪拌装置、固液分離槽汚泥掻寄機、分離液移

送ポンプ、汚泥引抜ポンプ等） 

   ・消毒・放流設備（再利用水槽、消毒剤注入装置、圧送ポンプ等） 

   ・汚泥処理設備（汚泥濃縮槽、分離液槽、濃縮汚泥槽、汚泥貯留槽、凝沈濃縮汚泥移送
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ポンプ、汚泥供給ポンプ、脱水助剤注入装置、脱水機、脱水汚泥コンベア、脱水汚泥

ホッパ、脱水汚泥供給ポンプ、汚泥乾燥機、乾燥汚泥コンベア等） 

   ・脱臭設備（中濃度臭気ファン、薬品洗浄塔、薬品注入装置、中濃度活性炭吸着塔、低

濃度臭気ファン、低濃度活性炭吸着塔等） 

   ・電気計装設備 

   ・配管・弁類 

 

７．公害防止基準（性能保証項目） 

  1) ダイオキシン類 

   本工事におけるダイオキシン類の環境基準値は、次のとおりであり、基準値を遵守する

こと。 

    ・大気のダイオキシン類環境基準値（敷地境界）  0.6pg-TEQ/m3以下 

    ・水のダイオキシン類環境基準値         1  pg-TEQ/Ｌ以下 

  2) 石綿（敷地境界） 

   本工事における特定粉じん発生施設の敷地境界濃度基準は、次のとおりであり、基準値

を遵守すること。 

    ・特定粉じん発生施設の敷地境界濃度基準     10f/L以下 

 

８．工 期 

  契約締結の翌日（令和4年12月議会議決の翌日）から令和7年9月30日 

  なお、工期までに、工事完了後のダイオキシン類等調査結果等により、周辺環境が汚染さ

れていないことを確認すること。 

  ただし、令和5年3月までに解体工事に着手すること。 

 

９．全体計画 

  敷地の現況を十分に把握し、工事上必要な土地のスペースの確保に努め、工事に際しては

災害対策に万全を期すこと。また、関係法令等を遵守し、安全な工事運営を行うことはもと

より、周辺住民及び周辺の環境等に対して排ガス、騒音、振動、悪臭、汚水等の発生を防止

し、工事車両の事故防止等に十分留意し工事を行うものとすること。 
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第２節 設計施工方針 

 

１．適用範囲 

  本仕様書（別紙図面を含む）は、本施設の基本的内容について定めるものであり、本仕様

書に明記されていない事項であっても、本工事に必要なもの、又は工事の性質上当然必要と

思われるものについては、設計図書に明示されていない事項であっても受注者の責任におい

てすべて完備しなければならない。 

  したがって、本項の「受注者の責任」というのは、設計図書に明記されていない事項でも、

本工事（設計・性能を含む）に関係する責任をいうものである。 

 

２．疑 義 

  本仕様書、設計図書について設計または工事施工中に疑義が生じた場合は、受注者は本組

合と協議し、その指示に従うものとする。 

  なお、本工事の計画にあたって独自の設計あるいは仕様のある場合は、本仕様書の範囲で

本組合の承諾を得た上で仕様の変更または訂正を行うことができる。 

 

３．変 更 

  1) 原則として契約変更は認めないものとするが、監督員の指示等により変更する場合は

この限りではない。ただし、この場合も監督員の承諾を得た協議書を提出して変更するも

のとする。また、仕様書に適合しない箇所が発見された場合、改善変更を受注者の負担に

おいて行うものとする。 

  2) 本工事を行うに当たり、届出や許可権者である官庁の指導に従って、追加作業や追加調

査分析が生じた場合も全て本工事内に含まれているものとして適切に実施すること。この

とき発生する追加費用は受注者の負担とし、契約金額の増額変更は行わない。また、スク

ラップ売却益が契約時よりも大幅に増加した場合でも、契約金額の減額変更は行わない。 

  3) あらかじめ承諾を得た工事施工計画書と、本仕様書に適合しない箇所が発見された場

合には、受注者の責任において本仕様書を満足させる変更を行うものとする。 

  4) その他本工事にあたって変更の必要が生じた場合は、本組合の定める契約規則による

ものとする。 

  5) 本工事に伴い、工事対象外設備・装置に移設等の必要性が生じた場合、事前に本組合と

その扱いについて協議すること。 

  6) 賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更を請求する場合は、本組合が妥当性を

確認できる以下の書類等を提出し、協議すること。 

  ・全体工程表、月別工程表、設計内訳書、残工事内訳書（インフレスライド前）、残工事

内訳書（インフレスライド後）、出来高数量表、工事写真、材料検収簿、材料集計表、

単価の根拠（刊行物、労務単価等） 
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第３節 性能保証 

 

１．保証事項 

  1) 責任施工 

   本工事の性能は、すべて受注者の責任により確保するものとする。また、受注者は本仕

様書に明示されていない事項であっても、性能を発揮するために当然必要なものは、本組

合の指示に従い、受注者の責任で施工するものとする。 

  2) 性能保証事項 

   第１節７項の公害防止基準に示す項目について、基準値を満足すること。 

２．契約不適合責任期間 

  解体工事に関する契約不適合責任期間は、引き渡しの日より２年間とする。ただし、受注

者の故意又は重大な過失による場合については、10年間とする。 
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第４節 工 事 範 囲 

 

 本仕様書で定める解体工事の範囲（ダイオキシン類安全対策工事を含む。）は、次のとおり

とする。なお、本施設では、令和４年度にダイオキシン類、石綿建材等の事前調査を行ってい

るため、その調査結果を踏まえた計画を行うこと。 

 

１．土木・建築設備 

  工場棟、煙突、周辺建屋（計量棟、管理棟、車庫、倉庫、大屋根等）、ランプウエイ、人

工地盤、擁壁、各種基礎類（基礎杭、柱基礎、地中梁等）、土間コンクリート、その他付帯

する除染、解体撤去工事一式とする。なお、撤去後は、原則として撤去後の平均地盤高で整

地し、敷地全体の雨水排水に支障のないようにすること。 

 

２．機械・電気設備 

  受電設備、電柱、電灯、電線、配線を含む場内の全ての設備 

 

３．排水処理設備 

  場内の全ての設備 

 

４．給排水設備 

  場内の全ての設備 

 

５．共通設備 

  場内の全ての建物内一般備品 

 

６．その他 

  1) ダイオキシン類、重金属類、アスベスト、騒音、振動、悪臭等の調査及び分析 

  2) 本工事に伴い必要となる諸官庁への許可申請、届出等 

  3) 循環型社会形成推進交付金申請書、実績報告書 

  4) 住民説明資料、公害監視委員会説明資料等 

  5) その他解体工事における必要な書類 

 

７．工事範囲外 

  1) 洪水調整池 
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第５節 提出図書 

 

１．施工前の提出図書 

  受注者は、本仕様書に基づき指定する期日までに次の図書を提出すること。図面の縮尺は、

図面内容に適した大きさとし、図面寸法は原則としてＡ３版に統一し、二つ折製本（Ａ４版）

とすること。 

  1) 総合施工計画書（労働基準監督署届出のものを含む） 

  2) 実施工程表 

  3) 各種届出書・書類等 

   (1) 工事着工届 

   (2) 工事工程表 

   (3) 現場代理人届、主任技術者届 

   (4) 施工体制台帳 

   (5) 工事内訳書 

   (6) 工事実績情報ｻｰﾋﾞｽ(CORINS)登録後の「登録内容確認書」又は施工実績証明書 

   (7) 損害保険証明書、火災保険（写） 

   (8) その他必要な書類 

 

２．施工承諾申請図書（工事期間中） 

  受注者は、施工計画に基づき工事を行うものとする。なお、工事施工に際しては、事前に

承諾申請図書により監督員の承諾を得てから着工すること。 

  1) 各種施工計画書 

  2) 施工承諾申請図書 

  3) 完成通知書（各年度末） 

  4) 請負工事出来形検査要求書（各年度末） 

  5) 協議に係る承諾書（各年度末） 

  6) 工事履行報告書（毎月） 

  

３. 完成図書 

  受注者は、工事竣工に際して、完成図書として次のものを提出するものとする。 

  1) 完了図（解体設計図）                ３部 

  2) 各種届出及び許可書                各１部 

  3) ダイオキシン類、石綿等測定データ         各１部 

  4) 汚染物の除去記録簿                各１部 

  5) マニフェスト                   各１部 

  6) 工事日報・月報                   １式 

  7) 工事種別明細・内訳書                １式 

  8) 竣工写真及び工事工程写真（カラー）         ２部 

  9) その他指示する図書                 １部 
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第６節 検 査 

 

 施工の立会検査および工事完了時の検査は、あらかじめ監督員の承諾を受けた検査要領書に

基づいて行うこと。 

 

１．施工の立会検査 

  工事の区切り等、適切な時期に監督員に対して立会の請求を行い、監督員の指示に従うこ

と。 

 

２．工事完了時の検査 

  工事完了検査は、監督員、施工業者の立会のもとで行い、検査のために必要な書類、その

他の処置については検査官の指示に従うこと。 

 

３．出来高検査 

  本組合が各年度末に実施する出来高検査に必要な書類の提出及び、現場で実施する出来形

検査の準備を行うこと。また、本工事は循環型社会形成推進交付金により実施するため、各

年度末に広島県が行う検査に協力すること。 

 

４．経費の負担 

  工事に係わる検査等の手続きは、受注者において行い、これに要する経費は受注者の負担

とする。 
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第７節 引渡し 

 

 工事竣工後、本敷地を引き渡しするものとする。 

 工事竣工後とは、工事範囲の工事をすべて完了し、工事完了後のダイオキシン類、石綿等調

査結果により、工事に際して周辺環境の汚染が認められないことが確認された時点とする。 
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第８節 そ の 他 

 

１．関係法令等の遵守 

  本工事の計画、施工にあたっては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物

処理法」という。）」、「ダイオキシン類の発生防止等ガイドライン（新ガイドライン）」

及び下記の諸法令、規格等を遵守すること。 

  1) 公害防止関係 

   (1) 環境基本法 

   (2) 循環型社会形成推進基本法 

   (3) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

   (4) 資源の有効な利用の促進に関する法律 

   (5) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

   (6) ダイオキシン類対策特別措置法 

   (7) 大気汚染防止法 

   (8) 水質汚濁防止法 

    (9) 騒音規制法 

   (10) 振動規制法 

   (11) 悪臭防止法 

   (12) 土壌汚染対策法 

   (13) 広島県生活環境の保全等に関する条例 

   (14) 廃棄物焼却施設内作業におけるﾀﾞｲｵｷｼﾝ類ばく露防止対策要綱（基発0110第1号） 

   (15) 廃棄物焼却施設解体作業マニュアル 

   (16) 石綿障害予防規則 

   (17) 建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底 

マニュアル 

   (18) 廃棄物処理施設解体時等の石綿飛散防止対策マニュアル 

   (19) 建設・解体工事に伴うアスベスト廃棄物処理に関する技術指針 

   (20) 建築物の改修・解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉じん飛散 

防止処理技術指針 

  2) 機械電気関係 

   (1) 日本産業規格（ＪＩＳ） 

   (2) 労働安全衛生法 

   (3) 電気事業法 

   (4) 電気設備技術基準（経済産業省） 

   (5) 日本電機工業会規格（ＪＥＭ） 

   (6) 日本電気規格調査会標準規格（ＪＥＣ） 

   (7) 工業電気設備防爆指針（労働安全衛生総合研究所） 

   (8) 電気用品安全法 

   (9) 日本電線工業会標準規格（JCS） 

   (10) 電気設備に関する技術基準を定める省令、内線規程 
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   (11) 電力会社供給規程 

   (12) 電気通信事業法 

   (13) 高圧ガス保安法 

   (14) 計量法 

   (15) クレーン等安全規則 

   (16) クレーン構造規格 

   (17) 日本照明工業会規格 

   (18) フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律？ 

  3) 土木建築関係・その他 

   (1) 建築基準法 

   (2) 消防法 

   (3) 建設業法 

   (4) 都市計画法 

   (5) 作業環境測定法 

   (6) 水道法 

   (7) ガス事業法 

   (8) 労働安全衛生法 

   (9) 航空法 

   (10) 電波法 

   (11) 宅地造成等規制法 

   (12) 土木工事標準示方書、コンクリート標準示方書 

   (13) 建築物解体工事共通仕様書 令和4年版 

   (14) 国土交通大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕様書(建築工事編)令和4年版 

   (15)           同上            (機械設備工事編)令和4年版 

   (16)           同上            (電気設備工事編)令和4年版 

   (17) 日本建築規格及び鋼構造計算基準 

   (18) 鉄筋コンクリート構造計算規準 

   (19) 毒物及び劇物取締法 

   (20) 道路法 

   (21) 構内舗装・排水設計標準及び参考資料 

   (22) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

   (23) 建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律 

   (24) 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 

   (25) 広島中央環境衛生組合建設工事執行規則 

   (26) その他関係諸法令等 

 

２．許認可申請 

  工事内容により関係官庁へ認可申請・報告・届出等の必要のある場合には、その手続きは

受注者の経費負担により代行するものとする。また、手続きに際してはあらかじめ本組合へ

書類を提出し承諾を受け、遅滞なく行うこと。 
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３．工事施工条件 

  本工事施工に際しては、関係法令及び次の事項を遵守するものとする。また、施工計画書

を事前に提出し、本組合の承諾を得ること。 

  1) 現場代理人等 

   工事期間中、受注者は現場代理人等を決定すること。なお、設計及び工事においては技

術者のうち１人を選定し、本組合監督員との連絡員とすること。またこれらの組織系統を

通知し、本組合との連絡を取りながら工事を進めること。 

  2) 労務災害の防止 

   工事中の危険防止対策、熱中症対策等を十分に行い、また労働者への安全教育を徹底し、

労務災害の発生がないように努めること。 

  3) 現場管理 

   資材置場･資材搬入路･仮設事務所などについては監督員と十分協議し、実施すること。

また、整理整頓を励行し、火災･盗難などの事故防止に努めること。なお、施工に当たっ

ては、次のことを遵守すること。 

   (1) 組合所有の敷地内に設置する資材置場・資材搬入路・仮設事務所などについては原

則として無償で貸与するが、事前に監督員と協議すること。 

   (2) 整理整頓を励行し、火災･盗難などの事故防止に努めること。 

   (3) 近隣区域には十分配慮し、決して迷惑をかけないこと。さらに、工事用車両の通行

は、監督員と協議して決定した搬入経路及び通勤経路を守ることとし、道路上への積

載物の落下及び現場からの退出時に場内の泥等が車輪・車両に付着し、一般道へ持ち

出されることのないように管理を行うこと。 

   (4) 施設周辺に、ダイオキシン類及び粉じん等の飛散が生じないようにシート、防音パ

ネル等による十分な対策を講じること。また、タイヤの洗浄や場内散水等の適切な対

策を行うこと。 

   (5) 除染作業による二次汚染がないよう十分に配慮した計画とし、実施すること。 

   (6) 除染水等を処理する水処理設備を設置すること。なお、河川や下水道への放流は認

めない。 

   (7) 必要に応じて、防液堤等により土壌中に汚染物が流出しないよう対策を講じるこ

と。 

   (8) 作業員の健康管理として、労働安全衛生法に基づく一般健康診断を実施し、廃棄物

焼却施設関連作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱等により適切に行う

こと。 

   (9) 適正な工期の設定を行い、確実な工程管理のもとで施工すること。なお、工事現場

の作業時間は、原則8:00～18:00とし、休日は原則、工事は行わないこと。なお、時

間外、休日に現場作業が発生する場合や、解体材の搬出等で工事車両が出入りする場

合は、事前に本組合の承諾を得ること。 

   (10) 工事関係車両は、指定されたルート（原則、国道２号からのルート）を通行するこ

と。工事車両の出入りについては、周辺の一般道に対し迷惑とならないよう出入口に

交通誘導員を配置すること。 
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  4) 復 旧 

   工事用車両の通行等により近隣の民家・施設・道路等に損傷又は汚染等が発生した場合

は、速やかに復旧等の処置を行うものとする。 

  5) 保 険 

   本工事の施工に際しては、火災保険等に加入し、契約書の写しを提出すること。 

  6) 仮設用水、仮設電気等 

   本工事に必要な仮設用水、仮設電気等の引き込み位置及び、引き込み方法等は、監督員

と協議のうえ、仮設計画書を作成し承諾を得るものとする。なお、これらの用水料金、電

気料金は受注者の負担とする。 

  7) 施工業者の届出等 

   土木、建築工事等の下請人の指導、監督等は受注者の責任とする。なお、下記の書類を

提出すること。 

   (1) 下請業者届 

   (2) 作業員名簿 

   (3) 緊急連絡先 

   (4) 労災関係届 

   (5) 作業に関する資格の写し 

  8) 疑義の処理及び変更 

   発注仕様書及び実施設計図書について、工事施工中に疑義及び設計変更の必要が生じた

場合は、受注者は監督員と協議し、その指示に従うものとすること。 

  9) 現場事務所の設置 

   受注者事務所、便所等は、関係法令等に従って設けること。 

 10) 仮設事務所の設置 

   監督員及び、施工監理者の詰所として、仮設事務所を設けること。規模は２間×３間程

度とし、プレハブとする。また、監督員用のダイオキシン類ばく露防止用保護具を用意す

ること。ただし、仮設事務所等の管理運営経費は受注者の負担とする。 

 11) 資格を必要とする作業 

   資格を必要とする作業は、監督員に資格者の届けを行うとともに各資格を有する者が施

工すること。また、監督員から資格者証の提示を求められた場合は、すみやかに提示する

こと。 

 

４．特許権等の調査について 

  本工事において特殊な施工方法に関する特許権等については、その有無を十分に事前調査

すること。なお、特許使用料は受注者の負担とする。 

 

５．工事用地 

  工事用地及び工事の施工に伴い提供を受けた土地等は、受注者において適切に管理し、当

該工事の施工以外の使用は認めない。 

 

６．定例会議 
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  1) 受注者の現場の体制が整い工事着工の時点から定期的に監督員、施工監理者、受注者の

三者出席により行う。 

  2) 月１回の開催を標準とし、頻度と日時は着工期、中間期、竣工期の状況に合わせて調整

する。 

  3) 工事進捗状況の報告、工程管理、安全管理、出来高管理、指示、協議等を行う。 

  4) 受注者は会議前日までに会議の次第を作成し、監督員及び施工監理者までメールで連 

絡する。 

  5) 受注者は会議進行を行いその場で議事録（案）を作成する。議事録は打合せの最後に３

者で読み合わせ確認を行う。 

  6) 打合せ議事録（正）は、次回の会議までに清書し、３者で押印後それぞれ保管する。 

  7) 会議の進行 

   (1) 原則として受注者の管理技術者又は現場代理人が司会進行を担当する。 

   (2) 会議時間は最大１時間程度とし、専門的内容は別途打合せ会議にする。 
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第２章 解体撤去工事 

 

第１節 安全対策 

 

１．一般事項 

  受注者は解体工事の実施に際し、次の留意点及び重要事項を十分認識し工事を行うこと。

焼却施設の解体工事については、「廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防

止対策要綱」、「廃棄物焼却施設解体作業マニュアル」等に従い、下記のフローを参考として

適切な作業方法を盛り込んだ施工計画書を作成し、所轄の労働基準監督署及び監督員の承諾、

指導に従い、解体作業を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＮＯ 

ＯＫ 

（３ng-TEQ/g を超えた場合） 

ダイオキシン類濃度の測定 

解体対象機器・周辺設備調査 

計 画 の 届 け 出 

養生・足場の設置等 

洗浄・汚染物除去作業 

汚染物搬出作業 

配管等付属機器解体・撤去 

煙道・焼却炉本体解体・撤去 

解体材搬出作業 

周辺環境調査 

作業中のダイオキシン類濃度の環境測定 

作業中のダイオキシン類濃度の測定 

ダイオキシン類濃度の測定 

安

全

対

策
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事 
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事 
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２．解体作業管理区域の決定 

  解体作業を行う受注者は、次に示す方法により、解体方法の選択のための解体作業管理区

域の決定を行い、適切な解体方法で工事を行うこと。 

  1) 解体作業第１管理区域 

   次のいずれかを満たす場合を解体作業第１管理区域とする。 

   (1) 汚染物サンプリングの結果ｄ＜3,000(pg-TEQ/g-dry)（連続して粉じん濃度測定を

行う場合は、Ｓ＝ｄ×予想される作業中の粉じん濃度(g/m3)＜2.5(pg-TEQ/m3）) 

の場合 

   (2) 汚染物サンプリング調査の結果ｄ＜4,500(pg-TEQ/g-dry)（連続して粉じん濃度測

定を行う場合は、Ｓ＜3.75(pg-TEQ/m3)）で、構造物の材料見本（使用前のもの）等と

比べ客観的に付着物除去がほぼ完全に行われている場合 

  2) 解体作業第２管理区域 

   次のいずれかを満たす場合を解体作業第２管理区域とする。 

   (1) 汚染物サンプリングの結果、3,000(pg-TEQ/g-dry)≦ｄ＜4,500(pg-TEQ/g-dry)（連

続して粉じん濃度測定を行う場合は、2.5(pg-TEQ/m3)≦Ｓ＜3.75(pg-TEQ/m3)）の場合 

   (2) 汚染状況の把握は困難であるものの、周囲の設備の汚染状況から見てダイオキシ

ン類で汚染されている可能性が低い径の小さいパイプ等 

  3) 解体作業第３管理区域 

   次のいずれかを満たす場合を解体作業第３管理区域とする。 

   (1) 汚染物サンプリングの結果、4,500(pg-TEQ/g-dry)≦ｄ（連続して粉じん濃度測定

を行う場合は、3.75(pg-TEQ/m3)≦Ｓ）で、付着物除去を完全に行うことが困難な場合 

   (2) ダイオキシン類による汚染物の状況が測定困難又は不明な場合 

   (3) 汚染状況の把握は困難であり、周囲の設備の汚染状況から見てダイオキシン類で

汚染されている可能性があるパイプ等構造物 

 

３．解体方法の選択 

  解体作業を行う受注者は、解体作業管理区域及び保護具選定に係る管理区域に基づき、次

のとおり解体方法を選択すること。 

  1) 解体作業第１管理区域内での解体作業 

   解体作業第１管理区域での解体作業においては、次のいずれかの解体工法及び使用材料

によること。 

   (1) 手作業による解体：手持ち電動工具等 

   (2) 油圧式圧砕、せん断による工法：圧砕機、鉄骨切断機等 

   (3) 機械的研削による工法：カッタ、ワイヤーソー、コアドリル等 

   (4) 機械的衝撃による工法：ハンドブレーカ、削孔機、大型ブレーカ等 

   (5) 膨脹圧力、孔の拡大による工法：静的破砕剤、油圧孔拡大機等 

   (6) その他の工法：ウオータージェット、アブレッシブジェット、冷却して解体する工

法等その他粉じんやガス体を飛散させないための新しい工法 

   (7) 溶断による工法：ガス切断機等 

    なお、溶断による工法を選択する際には、4)に示す措置を講じること。 
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    （ただし、金属部材（付着物の完全な除去が可能な形状のものに限る。）であって、

付着物の完全な除去を行ったものについては、4）の(5)の措置に代えて同一管理区域

内の労働者にレベル１の保護具（呼吸用保護具はレベル２）を使用させることができ

る。） 

  2) 解体作業第２管理区域内での解体作業 

   解体作業第２管理区域での解体作業においては、1)の(1)(2)(3)(4)(5)及び(6)の解体方

法及び使用材料によること。 

  3) 解体作業第３管理区域内での解体作業 

   解体作業第３管理区域での解体作業においては、1)の(1)及び(2)の解体方法によること。 

   なお、解体物の構造上付着除去がそれ以上実施できない場合であって、遠隔操作、密閉

化、冷却化又は粉じんの飛散やガス状物質を発生させないその他の解体方法を選択する場

合は、その解体方法を用いても差し支えない。 

  4) 解体作業第２管理区域及び解体作業第３管理区域で溶断によらない解体方法が著しく

困難な場合の特例 

   事前サンプリングの結果、対象設備が解体作業第２管理区域又は解体作業第３管理区域

に分類された場合で、溶断によらない解体方法が著しく困難な場合は、汚染されていない

ことを確認し、以下に掲げる必要な措置を講じたうえで溶断による解体を行うこと。 

   なお、パイプ類及び煙道設備等筒状の構造物等を溶断する場合は内部の空気を吸引・減

圧した状態で、外部から作業を行うこと。 

   (1) 溶断対象箇所及びその周辺で伝熱等により加熱が予想される部分に付着物が無い

ことを確認すること。（ただし、この場合解体部分の汚染状況を写真等により記録す

ること。） 

   (2) 溶断作業を行う作業場所をシート等により養生し、養生された内部の空気が外部

に漏れないように密閉・区分すること。また、溶断作業中、当該作業を行う労働者以

外の立ち入りを禁止する措置を講じること。 

   (3) 作業場所の内部を、移動型局所排気装置を用いて換気するとともに外部に対して

負圧に保つこと。なお、換気回数は、4 回/時間以上とすること。 

   (4) 移動型局所排気装置の排気をＨＥＰＡフィルター並びにチャコールフィルターに

より適切に措置すること。 

   (5) 溶断作業を行っている間、同一管理区域内の労働者にレベル３の保護具を使用さ

せること。 

 

４．保護具の選定 

  保護具選定のフローを次に示す。 
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解体対象焼却施設の空気中のダイオキシン類濃度の測定結果 

・設備に付着する汚染物のサンプリング調査 

↓ 

・3,000pg-TEQ/g＜サンプリング調査（ｄ） 

↓ 

・追加サンプリング 

保護具選定に係る第 1 管理区域              レベル１  

保護具選定に係る第 2 管理区域              レベル２  

保護具選定に係る第 3 管理区域              レベル３  

保護具選定に係る汚染状況が判明しない          レベル３  

高濃度汚染物(3000pg-TEQ/g＜ｄ)を常時直接取り扱う    レベル４  

 

 

 

 

 
第 1 評価値＜ 

2.5pg-TEQ/m3 

第 2 評価値＜ 

2.5pg-TEQ/m3 

≦第 1 評価値 

第 2 評価値＞ 

2.5pg-TEQ/m3 

Ｂ測定値＜2.5pg-

TEQ/m3 
第１管理区域 第２管理区域 第３管理区域 

2.5pg-TEQ/m3 

≦Ｂ測定値≦

3.75pg-TEQ/m3 

第２管理区域 第２管理区域 第３管理区域 

Ｂ測定値＞3.75pg-

TEQ/m3 
第３管理区域 第３管理区域 第３管理区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
上表の第 1

管理区域 

上表の第 2

管理区域 

上表の第 3

管理区域 

 

 
上表の第 1

管理区域 

上表の第 2

管理区域 

上表の第 3

管理区域 

ｄ＜3000 

pg-TEQ/g 

保護具選定

に係る第 1

管理区域 

保護具選定

に係る第 2

管理区域 

保護具選定

に係る第 3

管理区域 

Ｓ＜2.5 

pg-TEQ/m3 

保護具選定

に係る第 1

管理区域 

保護具選定

に係る第 2

管理区域 

保護具選定

に係る第 3

管理区域 

3000≦ｄ

＜4500 

pg-TEQ/g 

保護具選定

に係る第 2

管理区域 

保護具選定

に係る第 2

管理区域 

保護具選定

に係る第 3

管理区域 

2.5≦Ｓ＜

3.75pg 

-TEQ/m3 

保護具選定

に係る第 2

管理区域 

保護具選定

に係る第 2

管理区域 

保護具選定

に係る第 3

管理区域 

4500pg-

TEQ/g≦ｄ 

保護具選定

に係る第 3

管理区域 

保護具選定

に係る第 3

管理区域 

保護具選定

に係る第 3

管理区域 

3.75pg-

TEQ/m3≦

Ｓ 

保護具選定

に係る第 3

管理区域 

保護具選定

に係る第 3

管理区域 

保護具選定

に係る第 3

管理区域 

・ガス状ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類の発生するおそれのある作業   ・ガス状ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類の発生するおそれのある作業 

・解体対象設備のダイオキシン類汚染状況が不明   ・解体対象設備のダイオキシン類汚染状況が不明 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

汚染除去解体作業中，デジタル粉じん計等により

連続した粉じん濃度測定等を行わない計画の場合 
汚染除去・解体作業中，デジタル粉じん計等によ

り連続した粉じん濃度測定等を行う計画の場合 

過去の作業事例等から予想される粉じん濃度

(g/m3)に汚染物のサンプリング調査結果ｄ(pg-

TEQ/g)を乗じた値Ｓ(pg-TEQ/m3)に基づき，保護具

選定に係る管理区域を決定する。なお，この方法

で管理区域を決定する場合には，予定される粉じ

ん濃度の算定根拠を示すこと。 

汚染物のサンプリング調査結果ｄ(pg-TEQ/g)に基

づき，保護具選定に係る管理区域を決定する。 

保護具選定 

に係る第 3 

管理区域 

保護具選定 

に係る第 3 

管理区域 
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５．保護具の選択 

  保護具は、前項で決定した保護具選定に係る管理区域に応じて選択すること。これら保護

具の種類と性能について、レベル別に整理したものを図-1及び表-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［資料：廃棄物焼却施設解体作業マニュアル、公益社団法人日本保安用品協会］ 

図-1(1) レベル別保護具【レベル１】  
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［資料：廃棄物焼却施設解体作業マニュアル、公益社団法人日本保安用品協会］ 

図-1(2) レベル別保護具【レベル２】  
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［資料：廃棄物焼却施設解体作業マニュアル、公益社団法人日本保安用品協会］ 

図-1(3) レベル別保護具【レベル３】  
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［資料：廃棄物焼却施設解体作業マニュアル、公益社団法人日本保安用品協会］ 

図-1(4) レベル別保護具【レベル４】  
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表-1 レベル別保護具 

レベル１ レベル２ 

・呼吸用保護具…防じんマスク又はファン 

 付き呼吸器用保護具 

・作業着等…粉じんが付着しにくい作業着、 

      保護手袋等 

・安全靴…靴がズボンと密着し粉じんが入 

りにくくする。 

・保護帽（ヘルメット） 

※保護衣、保護手袋、保護靴、墜落制止用器

具、耐熱服、保護メガネ、溶接・溶断用遮

光保護具等は作業内容に応じて適宜使用

すること。呼吸器用保護具は、解体作業及

び残留灰を除去する作業においては、電動

ファン付き呼吸用保護具の使用が望まし

い。なお、防じんマスクは、①型式検定合

格品であり、②取替え式であり、かつ③粒

子捕集効率が 99.9％以上（区分 RL3 又は

RS3）のものを使用すること。また、電動フ

ァン付き呼吸器用保護具は、①型式検定合

格品であり、②大風量形であり、かつ③粒

子捕集効率が 99.97％以上（PS3 又は PL3）

のものを使用すること。 

 

・呼吸用保護具…防じん機能を有する防

毒マスク又はそれと同等以上の性能を

有する呼吸用保護具 

・保護衣…浮遊個体粉じん防護用密閉服

(JIST8115タイプ5)で耐水圧1,000mm以

上を目安とすること。ただし、直接水に

濡れる作業については、スプレー防護用

密閉服(JIST8115 タイプ 4)で耐水圧

2,000mm 以上を目安とすること。 

・保護手袋…化学防護手袋(JIST8116) 

・ 安 全 靴 ま た は 保 護 靴 … 安 全 靴

(JIST8101、JIST8103ED-P) 保護靴(化

学防護長靴 JIST8117) 

・作業着等…長袖作業着（または長袖下

着）、長ズボン、ソックス、手袋等（こ

れらの作業着等は、綿製が望ましい。） 

・保護帽（ヘルメット） 

※保護靴、墜落制止用器具、耐熱服、溶接

用保護メガネ等は作業内容に応じて適

宜使用すること。なお、防じん機能を有

する防毒マスクは、①型式検定合格品で

あり、②取替え式であり、かつ③粒子捕

集効率が 99.9％以上(区分 L3 又は S3)

であり、かつ④有機ガス用のものを使用

すること。 

レベル３ レベル４ 

・呼吸用保護具…プレッシャデマンド形エ

アラインマスク(JIST8153)又はプレッシ

ャデマンド形空気呼吸器(JIST8155)（面体

は全面形） 

・保護衣…浮遊個体粉じん防護用密閉服

(JIST8115タイプ 5)で耐水圧 1,000mm以上

を目安とすること。ただし、直接水にぬれ

る作業については、スプレー防護用密閉服

(JIST8115タイプ 4)で耐水圧 2,000mm以上

を目安とすること。 

・保護手袋…化学防護手袋(JIST8116) 

・保護靴…化学防護長靴(JIST8117) 

・作業着等…長袖作業着（又は長袖下着）、長

ズボン、ソックス、手袋等（これらの作業

着等は、綿製が望ましい。） 

・保護帽（ヘルメット） 

※墜落制止用器具、耐熱服、溶接・溶断用遮

光保護具等は作業内容に応じて適宜使用

すること。 

 

・保護衣…送気形気密服(JIST8115 タイプ

1c) 、 自 給 式 呼 吸 器 内 装 形 気 密 服

(JIST8115 タイプ 1a)、及び自給式呼吸

器外装形気密服(JIST8115 タイプ 1b) 

・保護手袋…化学防護手袋(JIST8116) 

・保護靴…化学防護長靴(JIST8117) 

・作業着等…長袖作業着（又は長袖下着）、

長ズボン、ソックス、手袋等（これらの

作業着等は、綿製が望ましい。） 

・保護帽（ヘルメット） 

※墜落制止用器具、耐熱服、溶接・溶断用

遮光保護具等は作業内容に応じて適宜

使用すること。 
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６．解体工事の安全対策 

  1) ダイオキシン類の測定結果等を基準にして、管理区分の決定及び保護具の選定を行う

こと。 

  2) ダイオキシン類分析結果等を関係する作業員に周知すること。 

  3) 防護服、各種保護具類は作業管理区分毎に決められたレベルの保護具類を使用するこ

と。 

  4) 作業前及び作業中の保護具の着用状況を確認すること。 

  5) 汚染除去作業及び機械設備解体作業を行う場合には、作業区分に従って建屋の目張り、

シール等をきちんと施工するとともに、当該箇所を仮設構造物（壁、天井等）又は、ビニ

ールシート養生により、密閉隔離すること。 

  6) 作業中及び作業後の保護具等に付着した汚染物の外部への持ち出し、飛散防止を徹底

し、作業場の換気集じん、作業場への出入り時の汚染物の除去（エアーシャワー、靴付着

物除去用設備等）、保護具等の着脱など「廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類

ばく露防止対策要綱」等のとおり計画及び実施すること。 

  7) 作業環境、粉じん濃度については正しく測定し、報告、及び記録するとともに、異常あ

った場合には直ちに報告し、対策を講じること。 

  8) 使用後の汚染された服、保護具の保管、管理を徹底すること。 

  9) ダイオキシン類や石綿について、関係する作業員の安全教育を徹底すること。 

 10） 他の作業区域の労働者が当該管理区域に誤って立ち入らないようにそれぞれの区域の

出入り口付近に表示を行い、関係労働者以外の立ち入りを制限すること。 

 11) 作業区域には、作業の行われる期間の天候等を考慮し、空調又はスポットクーラー等を

設置し、暑熱な状態にならないように管理すること。 

 12) 解体作業に従事する労働者に対して、労働安全衛生規則第 592 条の 7 及び安全衛生特

別教育規定に定めるところにより次のとおり特別教育を行うこと。 

 

表-2 特別教育の内容 

科  目 範  囲 時 間 

ダイオキシン類の有害性 ダイオキシン類の性状 0.5 時間 

作業の方法及び事故の場合の措置 作業の手順－ダイオキシン類のばく露

を低減させるための措置・作業環境改善

の方法・洗身及び身体等の清潔の保持の

方法 事故時の措置 

1.5 時間 

作業開始時の設備の点検 ダイオキシン類のばく露を低減させる

ための設備についての作業開始時の点

検 

0.5 時間 

保護具の使用方法 保護具の種類、性能、洗浄方法、使用方

法及び保守点検の方法 
1.0 時間 

その他ダイオキシン類のばく露の

防止に関し必要な事項 

法令及び安全衛生規則中の関係条項－

ダイオキシン類のばく露を防止するた

め当該業務について必要な事項 

0.5 時間 
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第２節 実 施 事 項 

 

１．解体工事の実施計画 

  1) 受注者は、受注後すみやかに労働基準監督署と協議を行い、解体工事の実施計画を確定

すること。 

  2) 安全衛生管理体制の確立 

   安全な作業を行うため、労働安全衛生規則に定めるところにより、化学物質についての

知識を有する者の中から作業指揮者を選定し、常時現場において保護具の着用状況、粉じ

ん発生源の湿潤化の確認等指揮、監督を行う。また、ダイオキシン類対策の対策責任者と

して、監督員が「ダイオキシン類対策委員会（３回程度開催）」を設置した場合は、委員

会に参画し、ばく露防止計画を策定すること。 

   なお、「ダイオキシン類対策委員会」での運営費用（主に資料作成費）については受注

者の負担とする。 

   その他労働安全衛生法に基づいて安全衛生管理者等の選定、安全協議会の設置及び運営

等十分な管理体制にて実施すること。 

  3) 作業環境（空気中のダイオキシン類濃度）の測定 

   作業区分毎に作業場所の空気中のダイオキシン類の濃度を測定すること。原則として測

定は工事開始前・除染作業中・除染後解体前の少なくとも 3 回行うこと。 

  4) 施工計画書の作成 

   解体工事開始前に施工計画書（汚染除去方法、汚染除去結果の評価方法、解体方法、作

業の概要、使用する保護具類の内容及び管理、除去後の汚染物管理方法等必要書類を含む）

を作成すること。 

  5) 解体工事の計画届 

   焼却施設解体工事については、工事開始日の 14 日前までに、所定の様式及び必要事項

を記載して、また、必要書類を添付して所轄の労働基準監督署に遅滞なく届け出ること。 

  6) 労働衛生教育の実施 

   作業員の安全教育を徹底する。特にダイオキシン類に対する有毒性、対象施設に関連す

る試料のダイオキシン類濃度、ばく露防止対策、作業手順、保護具の使用と管理、事故時

の措置等について十分な安全教育を実施すること。 

  7) 各種の記録の保存 

   サンプリング記録、分析結果、呼吸用保護具の使用記録、各作業記録、排気排水の記録、

教育に関する記録等を 30 年間確実に保存すること。また、主要な記録は監督員に報告及

び提出すること。 

  8) 作業員の健康管理 

   本工事に従事する作業員の健康管理を行い、本工事によるダイオキシン類の影響を把握

するため、解体の作業前と作業後において、作業員に血中ダイオキシン類濃度測定を実施

すること。万一、事故または保護具等の故障により、ダイオキシン類に汚染された場合、

また、これらを吸入したおそれのある場合には遅滞なく医者の診察または処置を行い、こ

れらは全て記録、保管しておくこと。 

   なお、作業員の血中ダイオキシン類濃度測定は、必要に応じて受注者の自主的な測定と



 

 - 27 -

するが、作業員が保護具の故障等でダイオキシン類に汚染された場合は、血中濃度の測定

を行うこと。 

  9) 工事期間中、工事完了後の除草 

   工事期間中は、敷地境界内の既存法面の除草を毎年 2 回（5 月、10 月）行うこと。また、

工事完了後も、除草を行い引き渡しすること。 

 10) 解体工事後の調査 

   解体工事終了後、解体工事による周辺環境の汚染を把握するため、当該施設と施設外と

の境界にて標準砂を使用した環境調査（ダイオキシン類、土壌調査等）を実施する。測定

点は４地点程度とするが場所は監督員と協議すること。 

 11) 解体後の埋め戻し、整地、清掃等 

   解体跡は平地として整地する。ピット、基礎等の掘削部は、コンクリートガラ等での埋

め戻しは行わず、将来にわたって支障のない適切な材料で埋め戻しを行うこと。なお、埋

め戻しは 30cm ごとに撒き出し転圧を行い、充分に締め固めを行うこと。 

 12) 解体後の整地 

   解体後の跡地は、雨水排水に支障の無いように整地し、表層は敷き砂利（単粒砕石：ｔ

=100ｍｍ）で仕上げること。 

 13) 解体後の清掃等 

   解体跡地は、片付け、清掃を行うこと。周辺の側溝についても、雨水排水に支障がない

ように清掃を行うこと。 

 

２．解体工事 

  1) 汚染物の除去方法の決定及び実施 

   原則として設備内の堆積物、残留水、汚泥、及び壁付着物を先に除去するものとする。

作業方法は施工計画書に従い実施する。作業場所は粉じんの発生防止、外部への飛散及び

拡散防止、作業員への影響、周辺地域への影響がないよう作業場所の密閉養生、換気、除

じん等に留意すること。設備内の堆積汚染物（灰）等の取り出し方法の決定（水散布、バ

キューム除去等）、床、壁等の付着物除去方法を決定（高圧水洗浄等）し、実施すること。

汚染物除去作業に際しては、設備内の堆積物（灰、飛灰等）を先に取り出し、次いで、洗

浄等による除去作業を行うこと。汚染物の発散を防止するため、常に湿潤状態を維持管理

すること。汚染物除去作業のコンクリート面、鉄材料表面、耐火物表面の付着物をできる

だけ残さないよう除去すること。 

   汚染除去作業においては、解体作業マニュアルの措置を講じた場合を除き、溶断等加熱

作業は行わないこと。 

   また、設備の中のみでなく、外表面や付属機器及び建屋の鉄骨部、床、壁、天井等に付

着している汚染物についても全て除去すること。 

  2) 汚染除去結果の確認・報告 

   汚染除去作業が完了した後に、除去結果について、監督員立会いのもと検査（目視確認

等）を行い、汚染除去の状態を調べ、結果の記録、除去前後の写真撮影、評価記録を作成

すること。 

  3) 解体方法の決定 
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   作業前に測定した解体対象設備の汚染物のサンプリング調査結果の記録簿を用いて、解

体方法を決定すること。 

  4) 解体作業 

   解体作業場の管理区分に基づき、施工計画書に決められた方法により作業を行うこと。

作業場所の粉じん飛散防止、防音等のための仮設、養生を行い、粉じん防止対策、防音対

策等に十分留意すること。 

   原則として、レンガ、キャスタ等を先に解体撤去し、次いで、駆体及び構造材を解体す

ること。また、大型ブレーカー、鉄骨切断機などの重機は、排出ガス対策型、低騒音型、

低振動型など、環境に配慮した仕様とすること。 

  5) 廃棄物及び解体材の分別、処理 

   焼却灰や除去した汚染物は他の解体廃棄物とは、別にしておくこと。また、除去した灰

や汚染物は、処理するまで密閉容器等に入れて一時保管場所を定めて保管すること。 

   汚染物の一時保管、処理等で使用する場所は鉄板等を敷き、シート等で囲み、こぼれた

汚染物が土壌にしみこんだり、他の場所へ飛散したりしないようにすること。 

   汚染除去が不完全なものについては、さらに汚染除去を行うかまたは汚染物と同等の処

理処分を行うものとする。 

  6) 解体撤去後の跡地は原則として、図-5 解体撤去後の計画概略図の状態に整地するもの

とするが、不足が生じた場合の土は購入土等により整地を行うものとする。 

  7) 施設から発生する廃棄物は可能な限り分別を行い、再資源化に努めること。 

  8) １号炉、２号炉、３号炉のうち一部の設備は、令和３年度ごみ処理施設閉鎖業務にて残

留堆積物の除去、高圧洗浄等による洗浄、燃料・薬品類の抜き取り済みであるが、完全に

実施できていない設備もあるため、詳細は、現地で確認すること。 

 

３．アスベスト含有建材除去工事 

  1) 解体工事に先立ち、事前調査、目視調査、分析等の追加調査を実施すること。 

  2) アスベストの含有が確認された建材は、「石綿障害予防規則」、「石綿含有仕上塗材の除

去等作業における石綿飛散防止対策について」、「建築物の改修・解体時における石綿含有

建築用仕上塗材からの石綿粉じん飛散防止処理技術指針」に従って、解体撤去作業を行う

こと。 

  3) 本組合が実施したアスベストの分析結果以外に、アスベスト含有の可能性がある箇所

（グラントパッキン部分等の断熱材など）が確認された場合は、受注者が分析を実施する

か、もしくはアスベストを含有しているものとみなして解体を行うこと。 

  4) 外壁塗装のうち、アスベスト含有部分の除去工法は、原則として塗膜剥離剤等によるス

クレーパ剥ぎ取り等とし、極力飛散防止を徹底すること。 

 

４．解体・撤去工事の範囲 

  1) 土木・建築設備 

   工場棟、煙突、周辺建屋（計量棟、管理棟、車庫、倉庫等）、ランプウエイ、人工地盤、

擁壁、各種基礎類、土間コンクリート、その他付帯する解体・撤去工事一式とする。なお、

撤去後は、原則として図-5解体撤去後の計画概略図の状態に整地し、敷地全体の雨水排
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水に支障のないようにすること。ただし、地下部分の解体撤去範囲については次のとおり

とするが、令和4年6月時点での地下水位が現状地盤のＧＬからおよそ－1ｍ～－2ｍ付近に

存在するので工事計画の立案にあたり、充分考慮すること。 

   (1) すべての基礎（基礎杭、柱基礎、地中梁等）は、すべて撤去のこと。 

   (2) 煙突等、機器類の基礎も全て撤去のこと。 

   (3) 建屋、西側の貯水施設への通路部の擁壁も全て撤去すること。なお、ランプウエイ

及び管理棟部分の擁壁等撤去後の法面は、崩落及び土砂流出等を防ぐため、周辺法面

と同形状に成形し、雨水排水設備の設置と法面保護を十分に行うこと。 

   (4) 人工地盤部分のうち、道路脇水路に近接する擁壁及び、水路と擁壁の間にある地中

杭は、残置も可とする。なお、地上に露出している杭は現地盤から-100mmの位置で切

断・撤去し、良質土で埋め戻しすること。 

  2) 機械・電気設備 

   解体・撤去範囲は、受電設備、電柱、電灯、電線（場内第１柱より下流側で埋設も含む）、

配線を含む場内の全ての設備とする。 

  3) 排水処理設備 

   解体・撤去範囲は、埋設管を含む、場内の全ての設備とする。 

  4) 給排水設備 

   解体・撤去範囲は、場内の全ての設備（下水道放流管、給水管は水道メーター撤去後に

本管バルブ止め）とする。なお、撤去した水道メーターは、組合へ引き渡しすること。ま

た、広島中央エコパーク建設時に使用していた仮設の給水設備（人工地盤部分に設置）も

撤去し、配管は敷地境界付近でバルブ止めとすること。 

  5) 共通設備 

解体・撤去範囲は、場内の全ての建物内一般備品（棚、机、椅子等）、ＪＲコンテナ、

敷き鉄板、重機、車両、残置部品、工具類、塗料、消火器、植栽（周辺法面の植栽は残置

する）等も含むものとする。 

  6) その他 

   (1) ダイオキシン類、重金属類、アスベスト、騒音、振動、悪臭等の調査及び分析 

   (2) 本工事に伴い必要となる諸官庁への許可申請、届出等（組合名で提出する書類も含

む。） 

   ・解体工事の計画の届出（労働安全衛生法） 

   ・分別解体等の計画等（建設リサイクル法） 

   ・特定粉じん排出等作業実施届出書（大気汚染防止法） 

   ・特定建設作業届（騒音規制法・振動規制法） 

   ・建築物除却届（建築基準法） 

   ・建築物解体等作業届（労働安全衛生法） 

   ・変更許可申請書（宅地造成等規制法） 

   ・形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更届出書（土壌汚染対策法） 

   ・その他工事で必要な申請、届出 

   (3) 循環型社会形成推進交付金申請書、実績報告書（各年度） 

   (4) 住民説明資料等（工事概要書 Ａ３図面×２枚程度） 
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    工事着工前と工事中において、施設周辺住民に対する説明（３回想定）を行う際に使

用する資料の作成を行うこと。なお、説明会開催の際には同席し、技術的な説明を行

うこと。 

   (5) 公害監視委員会説明資料 

    組合設置の公害監視委員会に対して、工事着工前に施工計画書（Ａ３図面×２枚程度）

の説明（１回）、工事中に工事進捗状況（Ａ３図面×２枚程度）の説明（２回想定）

を行う際に使用する資料の作成を行うこと。なお、説明会開催の際には同席し、技術

的な説明を行うこと。 

   (6) その他解体工事における必要な書類 

  7) 土壌汚染対策工事 

   要措置区域に指定された場合（別途工事） 

  8) 工事範囲外（なお、工事に伴い雨水排水路等移設した場合は、現状復旧すること。） 

   (1) 雨水排水設備（側溝、雨水桝） 

    なお、排水機能を回復するため、人工地盤撤去部分の雨水排水側溝等の設置、既存の

側溝、雨水枡等の損傷部分の補修、修正、清掃等を行うこと。 

   (2) 外構設備（フェンス、門扉） 

    フェンスは、図-5に示す敷地境界内に立ち入りができないように、古いフェンスは全

面撤去し、新たなネットフェンス（H=1200mm程度）を設置すること。なお、門扉は既

存流用も可とする。 

 

５．汚染物及び解体廃材の処分方法 

  汚染物や解体廃材等については、廃棄物処理法に沿って、一般廃棄物、産業廃棄物、特別

管理一般廃棄物、及び特別管理産業廃棄物ごとに、廃棄物の種類に応じて排出し、受注者の

費用負担で適切に処分すること。 

  1) 排水処理 

   汚染物除去作業にて高圧洗浄等に使用した後の排水、汚染物の付着した工具、保護具等

でシャワー洗浄や洗濯排水等、解体工事で発生する洗浄及び散水排水については、凝集沈

殿処理等を行い、循環使用し無放流とすること。 

  2) ダイオキシン汚染物 

   焼却設備内より取り出した焼却灰等及び汚染物除去作業により除去された汚染物、排水

沈殿槽の沈殿物等は、現地にてコンクリート固化等の処理を施し、廃棄物最終処分場へ受

け入れ基準を満足させてから搬入し、処分するものとする。 

   また、搬入方法等については、監督員と協議し、安全かつ衛生的な処分を実施すること。 

  3) アスベスト含有物 

   アスベスト含有建材において、飛散性を有する石綿等の処理は、廃棄物処理法に基づき、

特別管理産業廃棄物として、収集、運搬、処分等の基準に従い適正に処理を行うこと。特

別管理産業廃棄物に該当しない非飛散性の石綿についても、廃棄物処理法及び「非飛散性

アスベスト廃棄物の取扱いに関する技術指針」に従い、適正に処理をすること。 

  4) フロンガスの処理 

   し尿処理施設の No.1、No2 冷却器（チラーユニット）及び、空調用室外機の一部につい
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ては、フロン類が使用されているおそれがあり、機器の処分前に、フロン類破壊業者及び

フロン類回収業者により抜き取りを実施して漏洩を防止し、適正な処分を行うこと。 

  5) ＰＣＢ含有機器 

   ＰＣＢ含有機器は撤去済みであるが、工事に伴い発見された場合は、ＰＣＢ特別措置法

に則り、場内で集積及び保管すること。 

  6) 解体廃材 

   工事に伴う解体廃棄物は、廃棄物処理法や建設リサイクル法を遵守し、全て受注者の責

任において仮置き、保管、場外処分を行うこと。その場合処分量、処分先などのマニフェ

スト等必要な書類を提出すること。 

   (1) 汚染除去された後の耐火物 

   (2) コンクリートガラ 

   (3) 廃鉄材 

   (4) 機械類 

   (5) アスファルト廃材 

   (6) 廃木材等 

   (7) 設備やその周辺に残留する重油、廃液（廃薬品）、廃油、汚水、残渣類は解体前に

点検し、先に取り出し廃棄物処理法に沿って処分のこと。なお、し尿処理施設の薬品

タンク類には、各薬品（数量不明）が残置されているので適正に抜き取り、処分のこ

と。 

   (8) 作業使用後の防護服、保護具等は受注者の責任において処理すること。 

   (9) 撤去に際して発生したスクラップ等の有価物は、受注者でリサイクル処分（自由処

分）を行い、工事内訳書に有価物ごとの数量及び単価等を明示し、本組合に報告する

こと。 

 

６．調査・測定・分析等 

  1) 解体工事による汚染の影響を確認するため、調査・測定・分析を実施すること。調査・

測定・分析は、以下の資格を持つ機関において、適正な精度管理の下で行うこと。 

   ・認定特定計量事業者（MLAP） 

   ・計量証明事業登録 

   ・作業環境測定機関登録 

  2) 除染確認、作業環境、周辺環境への影響の測定のためのダイオキシン類、粉じん、降下

ばいじん等の測定を行うこと。なお、以下に示す測定位置や頻度は必要最小限の設定であ

り管理区域等により各社で設定すること。また、土壌中のダイオキシン類の調査では、あ

らかじめダイオキシン類濃度を分析した標準土壌（購入まさ土等）を工事着手前に調査地

点に設置し、解体工事完了後に再度分析するものとする。 
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表-3 ダイオキシン類（作業環境）測定 

測定位置 
工事開始前 

（併行測定） 

除染作業中 

（1 回/年以上） 
除染後の解体前 

工場棟（１号炉） ○ ○ ○ 

工場棟（２号炉） ○ ○ ○ 

工場棟（３号炉） ○ ○ ○ 

煙突（１・２号炉） ○ ○ ○ 

煙突（３号炉） ○ ○ ○ 

し尿処理棟 ○ ○ ○ 

    ※廃棄物焼却施設関連作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱による。 

 

表-4 ダイオキシン類（敷地境界）測定 

測定位置 工事開始前 
除染作業中 

（1 回/年以上） 

除染後の 

解体前 
環境基準値 

敷地境界（１） ○ ○ ○ 

0.6pg-TEQ/m3以下 
敷地境界（２） ○ ○ ○ 

敷地境界（３） ○ ○ ○ 

敷地境界（４） ○ ○ ○ 

    ※ダイオキシン類に係る大気環境調査マニュアルによる。 

 

表-5 ダイオキシン類（工事用集じん器排気口）測定 

測定位置 
最大濃度が想定される時期 

（除染中、併行測定） 
基準値 

工事用集じん器排気口（全数） ○ 0.6pg-TEQ/m3以下 

    ※廃棄物焼却施設関連作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱による。 

 

表-6 粉じん測定 

測定位置 測定頻度 換算ダイオキシン類濃度管理値 

工事用集じん器排気口（全数） 毎日 0.6pg-TEQ/m3以下 

※デジタル粉じん計による測定とするため、登録機関による測定でなくてもよい。 
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表-7 降下ばいじん測定 

測定位置 測定頻度 項  目 指針値 

敷地境界（１） 

４回／年 ばいじん量 10t/km2/月以下 
敷地境界（２） 

敷地境界（３） 

敷地境界（４） 

    ※測定方法：デポジットゲージによる１か月間連続捕集（重量法） 

 

表-8 土壌測定（モニタリング用まさ土等） 

測定位置 
工事 

開始前 

除 染 作

業中 

解体 

工事中 
（1 回/

年以上） 

工事 

完了後 
調査項目 

敷地境界（１） 

○ 
1 検体を

4 分割 

○ ○ ○ 【※溶出量及び含有量】 

カドミウム、六価クロム、

シアン、水銀、セレン、鉛、

砒素、ふっ素、ほう素 

【含有量】 

ﾀ ﾞ ｲ ｵ ｷ ｼ ﾝ 類 :1,000pg-

TEQ/g 以下 

敷地境界（２） ○ ○ ○ 

敷地境界（３） ○ ○ ○ 

敷地境界（４） ○ ○ ○ 

    ※基準値は土壌汚染対策特別措置法第二種特定有害物質による。 

 

  3) 解体工事による石綿の飛散の有無を確認するため以下のとおり石綿濃度を測定するこ

と。なお、測定位置や頻度は予定であり作業区域等により設定すること。 

 

表-9 石綿測定 

測定位置 解体作業前 
解体作業中 

（1 回/年以上） 
解体作業後 規制基準 

工事区域 ○ ○ ○ － 

工事用集じん器排気

口（全数） 
－ ○ － － 

敷地境界（１） ○ ○ ○ 

10F/L 以下 
敷地境界（２） ○ ○ ○ 

敷地境界（３） ○ ○ ○ 

敷地境界（４） ○ ○ ○ 

    ※環境省アスベストモニタリングマニュアル（第 4.2 版） 

     大気汚染防止法に基づく測定（環境省告示第 93 号） 

 

  4) 付着物・堆積物の汚染状況を確認するため、本組合が実施したダイオキシン類、重金属

類の調査結果踏まえ、汚染状況を想定し必要な追加調査を実施すること。 
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  5) 騒音 

   本施設は指定地域に該当しないが、特定建設作業騒音の規制基準は次のとおりであり、

許容限度を極力遵守すること。 

 

規制種別 特定建設作業（騒音） 

音の大きさの許容限度 85 デシベル 

禁止される作業時間 午後 6 時から翌日午前 8 時まで（協定による） 

1 日の作業の許容時間 10 時間 

連続作業の許容期間 6 日以内 

休 日 作 業 の 禁 止 日曜日その他休日は行わないこと 

 

  6) 振動 

   本施設は指定地域に該当しないが、特定建設作業振動の規制基準は次のとおりであり、

許容限度を極力遵守すること。 

 

規制種別 特定建設作業（振動） 

振 動 の 許 容 限 度 75 デシベル 

禁止される作業時間 午後 6 時から翌日午前 8 時まで（協定による） 

1 日の作業の許容時間 10 時間 

連続作業の許容期間 6 日以内 

休 日 作 業 の 禁 止 日曜日その他休日は行わないこと 
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第３節 ダイオキシン類事前調査の概要（令和４年度実施） 

 

 令和４年度に本組合が実施した事前調査の内容は次のとおりであるが、具体的な分析結果は、

参考資料の閲覧で確認すること。 

 

１．ダイオキシン類 

  1) 付着物及び堆積物 

   焼却施設の付着物及び堆積物に含まれているダイオキシン類の調査結果は表-10 のと

おりであり，一部，判定基準(3ng-TEQ/g)を超えるものがあるため，追加的サンプリング

調査及び，最終処分時は適正な処理を行うこと。 

 

表-10 ダイオキシン類調査結果（付着物、堆積物、汚泥） 

採取試料名 単位 
分析結果 

基準値等 
1 号炉 2 号炉 3 号炉 

①焼却炉壁付着物 

ng-TEQ/g 

0 0 0.15 

3ng-TEQ/g 以下 
「金属等を含む産業

廃棄物に係る判定基

準を定める省令（昭和

48年 2月 総理府令第

5 号）」 

②ガス冷却室付着物 0.087 0.084 0 

③ガス冷却室堆積物 0.24 0.31 0.00026 

④空気予熱器付着物 0.91 0.25 1.5 

⑤減温塔 0.54 0.80 1.3 

⑥集じん器付着物 欠測 欠測 欠測 

⑦集じん器堆積物 欠測 欠測 13 

⑧誘引送風機付着物 欠測 欠測 3.2 

⑨煙突下部付着物 0.087 0.10 0.62 

⑩灰コンベア 0.28 0.054 0.0009 

⑪灰ピット 0.14 － 0.0043 

⑫飛灰(ﾀﾞｽﾄ)コンベア 1.1 1.0 49 

⑬ダスト貯留槽 欠測 － 

⑭ダスト混練機 1.4 － 

⑮飛灰ピット 0.44 － 

⑯処理槽内沈殿汚泥 欠測 － 

 

  2) 排水 

   処理槽内排水に含まれているダイオキシン類の調査結果は表-11 のとおりである。 

 

表-11 ダイオキシン類調査結果（水質） 

採取試料名 単位 
分析結果 

基準値等 
1･2 号炉 3 号炉 

⑰処理槽内排水 pg-TEQ/L 5.7 55 

10pg-TEQ/L 以下 
「ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置

法施行規則(平成11年12月

総理府令第 67 号)」 
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  3) 作業環境 

   作業環境中のダイオキシン類の調査結果は表-12 のとおりであり，管理濃度以下であっ

た。 

 

表-12 ダイオキシン類調査結果（作業環境） 

採取試料名 
調査対象 

（単位） 
分析結果 適合 基準値等 

1 号炉 
室内空気 

(pg-TEQ/m3) 

  0.077 

〇 

2.5pg-TEQ/m3未満 

（管理濃度） 
ダイオキシン類による健康障害防止のための 

対策について(基発第 688 号) 

2 号炉   0.11 

3 号炉   0.13 

 

２．重金属及び付帯項目 

  1) 付着物及び堆積物 

   焼却施設の付着物等に含まれている重金属類（溶出試験）及び付帯項目（強熱減量、含

水率）の調査結果は表-13～15 のとおりである。 

 

表-13 重金属類(溶出試験)及び付帯項目調査結果（１号炉） 

項目 
 

地点    単位 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ ｼｱﾝ 鉛 六価ｸﾛﾑ ヒ素 総水銀 
ｱﾙｷﾙ 
水銀 

ﾎﾟﾘ塩化 
ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 

セレン 強熱減量 
水分 

含有率 

ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L (wt)% (wt)% 

➀焼却炉壁付着物 ND ND ND 0.38 ND ND ND ND ND 2.6 2.7 

②ガス冷却室付着物 0.002 ND ND ND ND ND ND ND ND 4.6 9.9 

③ガス冷却室堆積物 1.5 ND 0.38 ND ND ND ND ND 0.034 4.1 11.7 

④空気予熱器付着物 0.034 ND 0.11 0.68 ND ND ND ND 0.006 6.2 6.1 

⑤減温塔 欠 測 

⑥集じん器付着物 欠 測 

⑦集じん器堆積物 欠 測 

⑧誘引通風機付着物 欠 測 

⑨煙突下部付着物 欠 測 

⑩灰コンベア 0.003 ND ND ND ND ND ND ND 0.002 4.7 5.1 

⑪灰ピット ND ND ND 0.48 0.008 ND ND ND ND 9.2 6.6 

⑫飛灰(ﾀﾞｽﾄ)ｺﾝﾍﾞｱ 欠 測 

⑬ダスト貯留槽 欠 測 

⑭ダスト混練機 ND ND ND ND ND ND ND ND ND 9.0 32.0 

⑮飛灰ピット 0.008 ND 0.008 ND ND ND ND ND ND 12.0 18.5 

⑯処理槽内沈殿汚泥 欠 測 

基準値※3 
0.09 
以下 

1 以下 0.3 以下 1.5 以下 0.3 以下 
0.005 
以下 

検出され
ないこと 

0.003 
以下 

0.3 以下 － － 

(注) １．ND とは、定量下限値未満を示す。 

２．「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令」（昭和 48 年 2 月総理府令第 5 号） 

３．欠測は分析試料が採取困難で、量的に不足したため分析できなかったものを示す。 
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表-14 重金属類(溶出試験)及び付帯項目調査結果（２号炉） 

項目 
 

地点    単位 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ ｼｱﾝ 鉛 六価ｸﾛﾑ ヒ素 総水銀 
ｱﾙｷﾙ 
水銀 

ﾎﾟﾘ塩化 
ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 

セレン 
強熱減

量 
水分 

含有率 

ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L (wt)% (wt)% 

➀焼却炉壁付着物 ND ND ND 1.4 ND ND ND ND ND 0.6 0.8 

②ガス冷却室付着物 0.001 ND ND ND ND ND ND ND ND 4.8 6.8 

③ガス冷却室堆積物 0.001 ND ND 1.3 ND ND ND ND ND 4.3 4.9 

④空気予熱器付着物 0.008 ND 0.11 1.4 ND ND ND ND 0.015 2.9 3.1 

⑤減温塔 欠 測 

⑥集じん器付着物 欠 測 

⑦集じん器堆積物 欠 測 

⑧誘引通風機付着物 欠 測 

⑨煙突下部付着物 欠 測 

⑩灰コンベア ND ND ND ND ND ND ND ND ND 4.9 2.3 

⑪灰ピット 0.016 ND ND ND ND ND ND ND ND 12.5 18.8 

基準値※２ 
0.09 
以下 

1 以下 0.3 以下 1.5 以下 0.3 以下 
0.005 
以下 

検出され
ないこと 

0.003 
以下 

0.3 以下 － － 

(注) １．ND とは、定量下限値未満を示す。 

２．「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令」（昭和 48 年 2 月総理府令第 5 号） 

３．欠測は分析試料が採取困難で、量的に不足したため分析できなかったものを示す。 

 

表-15 重金属類(溶出試験)及び付帯項目調査結果（３号炉） 

項目

地点     単位 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ ｼｱﾝ 鉛 六価ｸﾛﾑ ヒ素 総水銀 
ｱﾙｷﾙ 
水銀 

ﾎﾟﾘ塩化 
ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 

セレン 
強熱減

量 
水分 

含有率 

ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L (wt)% (wt)% 

➀焼却炉壁付着物 ND ND ND 1.6 ND ND ND ND ND 1.9 5.5 

②ガス冷却室付着物 0.002 ND ND 5.8 ND ND ND ND ND 1.0 3.5 

③ガス冷却室堆積物 ND ND ND 2.2 ND ND ND ND ND 1.5 4.4 

④空気予熱器付着物 0.022 ND 0.093 0.31 ND ND ND ND 0.023 7.5 14.9 

⑤減温塔 0.19 ND ND 0.16 ND ND ND ND 0.003 5.9 18.1 

⑥集じん器付着物 欠 測 

⑦集じん器堆積物 1.2 ND 0.029 ND ND ND ND ND 0.011 4.2 5.7 

⑧誘引通風機付着物 欠 測 

⑨煙突下部付着物 0.024 ND ND ND ND ND ND ND ND 2.9 3.6 

⑩灰コンベア 0.59 ND 0.017 ND ND ND ND ND ND 12.8 9.7 

⑪灰ピット 0.013 ND 0.10 ND ND ND ND ND 0.012 3.0 10.9 

⑫飛灰(ﾀﾞｽﾄ)ｺﾝﾍﾞｱ 0.45 ND 0.011 ND ND ND ND ND ND 10.6 26.0 

⑬ダスト貯留槽 0.061 ND ND 0.45 ND ND ND ND 0.004 12.5 22.4 

⑭ダスト混練機 ND ND 0.005 ND ND ND ND ND ND 10.9 7.4 

⑮飛灰ピット ND ND ND ND ND ND ND ND ND 16.8 12.4 

⑯処理槽内沈殿汚泥 欠 測 

基準値※3 
0.09 
以下 

1 以下 0.3 以下 1.5 以下 0.3 以下 
0.005 
以下 

検出され
ないこと 

0.003 
以下 

0.3 以下 － － 

(注) １．ND とは、定量下限値未満を示す。 

２．「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令」（昭和 48 年 2 月総理府令第 5 号） 

３．欠測は分析試料が採取困難で、量的に不足したため分析できなかったものを示す。 
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  2) 処理槽内排水 

   処理槽内排水に含まれる重金属類及び付帯項目（ｐＨ、浮遊物質）の調査内容は表-16

のとおりであり，全ての項目において排水基準値以下であった。 

 

表-16 重金属類及び付帯項目調査結果（水質） 

項目 
 

地点    単位 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ ｼｱﾝ 鉛 六価ｸﾛﾑ ヒ素 総水銀 
ｱﾙｷﾙ 
水銀 

ﾎﾟﾘ塩化 
ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 

セレン pH 浮遊物質 

ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L ｍg/L － ｍg/L 

⑰処理槽内排水 
（１号炉） 

0.001 ND 0.012 ND ND ND ND ND ND 7.8 15 

⑰処理槽内排水 
（３号炉） 

0.002 ND 0.050 ND ND 0.0016 ND ND 0.007 8.1 15 

基準値 
0.03 
以下 

1 以下 0.1 以下 0.5 以下 0.1 以下 
0.005 
以下 

検出され
ないこと 

0.003 
以下 

0.1 以下 
5.8～
8.6 

90 

(注) １ ＮＤとは、定量下限値未満を示す。 

２．「排水基準を定める省令」（昭和 46 年総理府令第 35 号） 

３．「水質汚濁防止法第 3 条第 3 項の規定に基づく排水基準を定める条例」(昭和 46 年広島県条例第 69 号) 

【第三種水域】 
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３．アスベスト 

  アスベストの調査結果は表-17 のとおりであり、調査範囲のうち、含有部分のみを示す。

その他が不含有を示すものではないので、必要に応じて受注者で調査、分析すること。詳

細は、アスベスト調査報告書（令和３年５月）を参照のこと。 

 

表-17(1) アスベスト調査結果（調査範囲のうち含有部分のみ） 

建材

No. 
試料採取箇所 

分析 

結果 

作業 

レベル 

4 ごみ処理施設(1・2 号炉)4F 階段室A 巾木 ソフト巾木 
含有 

(Ch) 
3 

5 ごみ処理施設(1・2 号炉)4F 階段室A 床 ビニル床タイル（うす灰） 
含有 

(Ch) 
3 

9 ごみ処理施設(1・2 号炉)2F 男子便所 床 アスファルト防水 
含有 

(Ac) 
3 

14 ごみ処理施設(1・2 号炉)2F 男子更衣室 床 ビニル床シート（クリーム） 
含有 

(Ch) 
3 

15 ごみ処理施設(1・2 号炉)2F 男子更衣室 巾木 ソフト巾木（灰）  
含有 

(Ch) 
3 

19 ごみ処理施設(1・2 号炉)- 屋上 床 シート防水（新） 
含有 

(Ch) 
3 

21 ごみ処理施設(1・2 号炉)- 屋上 床 アスファルト防水 
含有 

(Ac) 
3 

22 ごみ処理施設(1・2 号炉)- 外部（東） 壁 吹付タイル（RC 部） 
含有 

(Ch) 
3 

23 ごみ処理施設(1・2 号炉)- 外部（西） 壁 吹付タイル（RC 部） 
含有 

(Ch) 
3 

24 ごみ処理施設(1・2 号炉)- 外部（南） 壁 吹付タイル（RC 部） 
含有 

(Ch) 
3 

25 ごみ処理施設(1・2 号炉)- 外部（北） 壁 吹付タイル（RC 部） 
含有 

(Ch) 
3 

26 ごみ処理施設(1・2 号炉)- 外部 壁 吹付タイル（白）  
含有 

(Ch) 
3 

33 ごみ処理施設(1・2 号炉)1F 外部 洗車場壁、天井 仕上塗材 
含有 

(Ch) 
3 

34 ごみ処理施設(1・2 号炉)- 煙突 壁 吹付タイル 
含有 

(Ch) 
3 

37 ごみ処理施設(1・2 号炉)RF 屋上 煙突内部 煙突断熱材 
含有 

(Ch) 
2 

39 ごみ処理施設(3 号炉)2F プラットホーム 床 アスファルト防水 
含有 

(Ac) 
3 

40 ごみ処理施設(3 号炉)1-3F 前室(1)・(2) 壁 仕上塗材 
含有 

(Ch) 
3 

42 ごみ処理施設(3 号炉)4F 男子便所 床 アスファルト防水 
含有 

(Ac) 
3 

43 ごみ処理施設(3 号炉)2F プラットホーム 壁 仕上塗材 
含有 

(Ch) 
3 

44 
ごみ処理施設(3 号炉)1,3F炉室、排ガス処理室、前室(1) 床 防塵塗装（クリー

ム） 
含有 

(Ch) 
3 

46 ごみ処理施設(3 号炉)2F 委託職員控室B 巾木 ソフト巾木（灰） 
含有 

(Ch) 
3 

※１調査範囲のうち，含有部分のみを示す。その他が不含有を示すものではない。 
※２石綿の種類記号：Ch（クリソタイル），Am（アモサイト），Cr（クロシドライト），Tr（トレモライト），Ac

（アクチノライト），み（みなし含有）・・・設備のためみなし含有を推奨 
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表-17(2) アスベスト調査結果（調査範囲のうち含有部分のみ） 

建材

No. 
試料採取箇所 

分析 

結果 

作業 

レベル 

48 ごみ処理施設(3 号炉)2F 試験室 巾木 ソフト巾木（100） （茶） 
含有 

(Ch) 
3 

59 ごみ処理施設(3 号炉)1F ホール 床 ビニル床シート （うす灰） 
含有 

(Ch) 
3 

61 ごみ処理施設(3 号炉)1F 運転員控室 床 ビニル床タイル （灰） 
含有 

(Ch) 
3 

63 ごみ処理施設(3 号炉)1-3F 階段2 段裏 仕上塗材  
含有 

(Ch) 
3 

65 ごみ処理施設(3 号炉)1F 階段1 巾木 ソフト巾木(100) （灰） 
含有 

(Ch) 
3 

68 ごみ処理施設(3 号炉)- 通路B 天井 スレート板  
含有 

(Ch) 
3 

75 
ごみ処理施設(3 号炉)4F 見学者通路 床スロープ部 ノンスリップビニル 床シー

ト 
含有 

(Ch) 
3 

78 ごみ処理施設(3 号炉)CGF 高架水槽 床 アスファルト防水 
含有 

(Ac) 
3 

79 ごみ処理施設(3 号炉)- 外部（東） 壁 吹付タイル（RC 部） 
含有 

(Ch) 
3 

80 ごみ処理施設(3 号炉)- 外部（西） 壁 吹付タイル（RC 部） 
含有 

(Ch) 
3 

81 ごみ処理施設(3 号炉)- 外部（南） 壁 吹付タイル（RC 部） 
含有 

(Ch) 
3 

82 ごみ処理施設(3 号炉)- 外部（北） 壁 吹付タイル（RC 部） 
含有 

(Ch) 
3 

87 ごみ処理施設(3 号炉)- 外部 軒天 吹付タイル  
含有 

(Ch) 
3 

90 #90 し尿処理施設 - メタノールタンク 天井 波板スレート 
含有 

(Ch) 
3 

94 し尿処理施設 2F 中央監視室 巾木 ソフト巾木 （こげ茶） 
含有 

(Ch) 
3 

107 管理棟 1F 身障者便所 天井 けい酸カルシウム板 第1種 
含有 

(Ch) 
3 

109 管理棟 - 階段 巾木 ソフト巾木  
含有 

(Ch) 
3 

118 管理棟 - 外部 壁 吹付タイル （RC 部） 
含有 

(Ch) 
3 

119 管理棟 - 外部 壁 吹付タイル（ALC 部） 
含有 

(Ch) 
3 

121 管理棟 - 外部 屋根裏 アスファルトルーフィング 
含有 

(Ac) 
3 

125 管理棟 1F 軽量棟 巾木 ソフト巾木 
含有 

(Ch) 
3 

126 管理棟 1F 軽量棟 床 ビニル床タイル 
含有 

(Ch) 
3 

127 管理棟 1F 軽量棟 床 タイルカーペット接着剤 
含有 

(Ch) 
3 

131 ごみ処理施設(1・2 号炉)- 外部 屋根 波板スレート 
含有 

(Ch) 
3 

※１調査範囲のうち，含有部分のみを示す。その他が不含有を示すものではない。 
※２石綿の種類記号：Ch（クリソタイル），Am（アモサイト），Cr（クロシドライト），Tr（トレモライト），Ac

（アクチノライト），み（みなし含有）・・・設備のためみなし含有を推奨 
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表-17(3) アスベスト調査結果（調査範囲のうち含有部分のみ） 

建材

No. 
試料採取箇所 

分析 

結果 

作業 

レベル 

135 管理棟 - 外部 軒天 吹付タイル 
含有 

(Ch) 
3 

136 外塀 - 外部 壁 吹付タイル（白） 
含有 

(Ch) 
3 

137 外塀 - 外部 壁 吹付タイル 
含有 

(Ch) 
3 

145 各棟 - 各所 設備 断熱材 
含有 

(み) 
2 

146 各棟 - 各所 設備 石綿布 
含有 

(み) 
3 

147 各棟 - 各所 設備 伸縮継手 
含有 

(み) 
3 

148 各棟 - 各所 設備 ガスケット 
含有 

(み) 
3 

149 各棟 - 各所 設備 パッキン含有 
含有 

(み) 
3 

150 各棟 - 各所 設備 電線延焼防止材 
含有 

(み) 
3 

151 各棟 - 各所 目地 シーリング材 
含有 

(み) 
3 

※１調査範囲のうち，含有部分のみを示す。その他が不含有を示すものではない。 
※２石綿の種類記号：Ch（クリソタイル），Am（アモサイト），Cr（クロシドライト），Tr（トレモライト），Ac

（アクチノライト），み（みなし含有）・・・設備のためみなし含有を推奨 
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図-2 工事位置図（賀茂環境衛生センター）  
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図-3 計画地周辺図  
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図-4 現況図  
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図-5 解体撤去後の計画概略図  
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表-18(1) アスベスト含有建材一覧表 

建材№ 建物 階数 場所 施工部位 建材名 分析結果*レベル

#4 ごみ処理施設(1･2 号炉) 4F 階段室 A 巾木 ソフト巾木 含有(Ch) 3 

#5 ごみ処理施設(1･2 号炉) 4F 階段室 A 床 ビニル床タイル(うす灰) 含有(Ch) 3 

#9 ごみ処理施設(1･2 号炉) 2F 男子便所 床 アスファルト防水 含有(Ac) 3 

#14 ごみ処理施設(1･2 号炉) 2F 男子更衣室 床 ビニル床シート(クリーム) 含有(Ch) 3 

#15 ごみ処理施設(1･2 号炉) 2F 男子更衣室 巾木 ソフト巾木（灰） 含有(Ch) 3 

#19 ごみ処理施設(1･2 号炉) - 屋上 床 シート防水（新） 含有(Ch) 3 

#21 ごみ処理施設(1･2 号炉) - 屋上 床 アスファルト防水 含有(Ac) 3 

#22 ごみ処理施設(1･2 号炉) - 外部（東） 壁 吹付タイル（RC 部） 含有(Ch) 3 

#23 ごみ処理施設(1･2 号炉) - 外部（西） 壁 吹付タイル（RC 部） 含有(Ch) 3 

#24 ごみ処理施設(1･2 号炉) - 外部（南） 壁 吹付タイル（RC 部） 含有(Ch) 3 

#25 ごみ処理施設(1･2 号炉) - 外部（北） 壁 吹付タイル（RC 部） 含有(Ch) 3 

#26 ごみ処理施設(1･2 号炉) - 外部 壁 吹付タイル（白） 含有(Ch) 3 

#33 ごみ処理施設(1･2 号炉) 1F 外部 洗車場壁､天井 仕上塗材 含有(Ch) 3 

#34 ごみ処理施設(1･2 号炉) - 煙突 壁 吹付タイル 含有(Ch) 3 

#37 ごみ処理施設(1･2 号炉) RF 屋上 煙突内部 煙突断熱材 含有(Ch) 2 

#39 ごみ処理施設(3 号炉) 2F プラットホーム 床 アスファルト防水 含有(Ac) 3 

#40 ごみ処理施設(3 号炉) 1-3F 前室(1)・(2) 壁 仕上塗材 含有(Ch) 3 

#42 ごみ処理施設(3 号炉) 4F 男子便所 床 アスファルト防水 含有(Ac) 3 

#43 ごみ処理施設(3 号炉) 2F プラットホーム 壁 仕上塗材 含有(Ch) 3 

#44 ごみ処理施設(3 号炉) 1,3F 炉室､排ガス処理室､前室(1) 床 防塵塗装（クリーム） 含有(Ch) 3 

#46 ごみ処理施設(3 号炉) 2F 委託職員控室 B 巾木 ソフト巾木（灰） 含有(Ch) 3 

#48 ごみ処理施設(3 号炉) 2F 試験室 巾木 ソフト巾木（100）（茶） 含有(Ch) 3 

#59 ごみ処理施設(3 号炉) 1F ホール 床 ビニル床シート(うす灰) 含有(Ch) 3 

#61 ごみ処理施設(3 号炉) 1F 運転員控室 床 ビニル床タイル（灰） 含有(Ch) 3 

#63 ごみ処理施設(3 号炉) 1-3F 階段 2 段裏 仕上塗材 含有(Ch) 3 

#65 ごみ処理施設(3 号炉) 1F 階段 1 巾木 ソフト巾木(100)（灰） 含有(Ch) 3 

#68 ごみ処理施設(3 号炉) - 通路 B 天井 スレート板 含有(Ch) 3 

#75 ごみ処理施設(3 号炉) 4F 見学者通路 床ｽﾛｰﾌﾟ部 ノンスリップビニル床シート 含有(Ch) 3 

＊石綿の種類略号：Ch(クリソタイル)､Am(アモサイト)､Cr(クロシドライト)､An(アンソフィライト)､Tr(トレモライト)、 

Ac(アクチノライト)、み(みなし含有) 
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表-18(2) アスベスト含有建材一覧表 

建材№ 建物 階数 場所 施工部位 建材名 分析結果*レベル

#78 ごみ処理施設(3 号炉) CGF 高架水槽 床 アスファルト防水 含有(Ac) 3 

#79 ごみ処理施設(3 号炉) - 外部（東） 壁 吹付タイル（RC 部） 含有(Ch) 3 

#80 ごみ処理施設(3 号炉) - 外部（西） 壁 吹付タイル（RC 部） 含有(Ch) 3 

#81 ごみ処理施設(3 号炉) - 外部（南） 壁 吹付タイル（RC 部） 含有(Ch) 3 

#82 ごみ処理施設(3 号炉) - 外部（北） 壁 吹付タイル（RC 部） 含有(Ch) 3 

#87 ごみ処理施設(3 号炉) - 外部 軒天 吹付タイル 含有(Ch) 3 

#90 し尿処理施設 - メタノールタンク 天井 波板スレート 含有(Ch) 3 

#94 し尿処理施設 2F 中央監視室 巾木 ソフト巾木（こげ茶） 含有(Ch) 3 

#107 管理棟 1F 身障者便所 天井 けい酸カルシウム板第 1 種 含有(Ch) 3 

#109 管理棟 - 階段 巾木 ソフト巾木 含有(Ch) 3 

#118 管理棟 - 外部 壁 吹付タイル（RC 部） 含有(Ch) 3 

#119 管理棟 - 外部 壁 吹付タイル（ALC 部） 含有(Ch) 3 

#121 管理棟 - 外部 屋根裏 アスファルトルーフィング 含有(Ac) 3 

#125 管理棟 1F 軽量棟 巾木 ソフト巾木 含有(Ch) 3 

#126 管理棟 1F 軽量棟 床 ビニル床タイル 含有(Ch) 3 

#127 管理棟 1F 軽量棟 床 タイルカーペット接着剤 含有(Ch) 3 

#131 ごみ処理施設(1･2 号炉) - 外部 屋根 波板スレート 含有(Ch) 3 

#135 管理棟 - 外部 軒天 吹付タイル 含有(Ch) 3 

#136 外塀 - 外部 壁 吹付タイル（白） 含有(Ch) 3 

#137 外塀 - 外部 壁 吹付タイル 含有(Ch) 3 

#145 各棟 - 各所 設備 断熱材 含有(み) 2 

#146 各棟 - 各所 設備 石綿布 含有(み) 3 

#147 各棟 - 各所 設備 伸縮継手 含有(み) 3 

#148 各棟 - 各所 設備 ガスケット 含有(み) 3 

#149 各棟 - 各所 設備 パッキン 含有(み) 3 

#150 各棟 - 各所 設備 電線延焼防止材 含有(み) 3 

#151 各棟 - 各所 目地 シーリング材 含有(み) 3 

＊石綿の種類略号：Ch(クリソタイル)､Am(アモサイト)､Cr(クロシドライト)､An(アンソフィライト)､Tr(トレモライト)、 

Ac(アクチノライト)、み(みなし含有) 
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図-6(1) アスベスト含有建材位置図（参考） 

※本調査は大規模な破壊および解体を伴わない範囲での限定的なもので、全ての建材を調査したものではない。 
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図-6(2) アスベスト含有建材位置図（参考） 

※本調査は大規模な破壊および解体を伴わない範囲での限定的なもので、全ての建材を調査したものではない。 
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図-6(3) アスベスト含有建材位置図（参考） 

※本調査は大規模な破壊および解体を伴わない範囲での限定的なもので、全ての建材を調査したものではない。 
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図-6(4) アスベスト含有建材位置図（参考） 

※本調査は大規模な破壊および解体を伴わない範囲での限定的なもので、全ての建材を調査したものではない。 
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図-6(5) アスベスト含有建材位置図（参考） 

※本調査は大規模な破壊および解体を伴わない範囲での限定的なもので、全ての建材を調査したものではない。 
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図-6(6) アスベスト含有建材位置図（参考） 

※本調査は大規模な破壊および解体を伴わない範囲での限定的なもので、全ての建材を調査したものではない。 
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図-6(7) アスベスト含有建材位置図（参考） 

※本調査は大規模な破壊および解体を伴わない範囲での限定的なもので、全ての建材を調査したものではない。 
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図-6(8) アスベスト含有建材位置図（参考） 

※本調査は大規模な破壊および解体を伴わない範囲での限定的なもので、全ての建材を調査したものではない。 
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図-6(9) アスベスト含有建材位置図（参考） 

※本調査は大規模な破壊および解体を伴わない範囲での限定的なもので、全ての建材を調査したものではない。 



別記様式第３号(第３条関係) 

令和４年１０月２５日 

 

設計図書等に対する質問の回答書 

 

                                              広島中央環境衛生組合管理者 

                                           

  質問書に対する回答は、次のとおりです。 

 

工 事 名 賀茂環境衛生センター解体工事 

工事場所 東広島市西条町上三永 

質

問

内

容

 
 

 
 

 
 

 

 別紙のとおり 

回

答

内

容

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 別紙のとおり 

添付図書の有無  無 

注  参考図書等がある場合には、「添付図書の有無」の欄に記入すること。 

 



設計図書等に対する質問の回答書
別紙

番号 頁 質  問  内  容 回   答

1 p4

「発注仕様書第1章-第1節-8.」(P.4)に、「令和5年3月まで
に解体工事に着手すること」とありますが、令和4年度中
（令和5年3月まで）に確保すべき出来高の制約はないもの
と考えてよろしいでしょうか。

循環型社会形成推進交付金の
制約がある。

2 p7

工事範囲について 場内全ての建物内一般備品は、残置物
に定義され一般廃棄物となる為、発注者様に処分義務があ
ります。したがって敷地内の集積までと考えてよろしいで
しょうか。

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律に基づいて適切に処分
すること。

3 p13

「発注仕様書第1章-第8節-3.-1)」(P.13) ｢設計及び工事にお
いては技術者のうち 1 人を選定」とありますが、選定する 1
人は現場代理人、監理技術者、主任技術者との兼務が可能
と考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおり。

4 p13

3.3)現場管理（1) に「組合所有の敷地内に設置する資材置
場・資材搬入路・仮設事務所などについては原則として無
償で貸与する」とありますが、無償貸与して頂ける施設の
場所をご指示願います。

発注仕様書p44に示す敷地境
界内とする。

5 p13

3.3) (4)シート、防音パネル等による十分な対策を講じる
こととあるが、建屋解体時の飛散防止養生は防音パネルで
はなく防音シートでも良いと考えて宜しいでしょうか。

お見込みの通りとするが、施
設周辺にダイオキシン類及び
粉じん等の飛散を生じないよ
うにすること。

6 p13
3.3) (9)休日は原則工事は行わないこと、とあるが、土曜
日・祝日は作業可能と考えて宜しいでしょうか。

お見込みのとおり。

7 p13

「発注仕様書第1章-第8節-3.-3)-(10)」(P.13)に、 ｢出入口
に交通誘導員を配置すること」とありますが、解体材の搬
出等、工事車両の出入りが頻繁に生じる際に交通誘導員を
配置するものと考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおり。

8 p14 仮設事務所について 監督員及び施工監理者の詰所は、受
注者の現場事務所と合棟としてよろしいでしょうか。

お見込みのとおり。

9 p26

作業環境（空気中のダイオキシン類濃度）測定について
焼却施設の稼働停止日をご教示ください。また、停止後1年
以上経過であれば要綱に従い、工事開始前の測定は不要と
考えてよろしいでしょうか。

焼却施設の稼働停止日は令和
３年10月31日であるが、そ
の後、焼却施設閉鎖作業で残
留堆積物の除去、高圧洗浄等
による発じん作業を行ったた
め、工事開始前の測定を行う
こと。

工事名
工事場所

賀茂環境衛生センター解体工事
東広島市⻄条町三永
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設計図書等に対する質問の回答書
別紙

番号 頁 質  問  内  容 回   答

工事名
工事場所

賀茂環境衛生センター解体工事
東広島市⻄条町三永

10 p27

第2節実施事項1.解体工事の実施計画11) 解体後の埋め戻
し、整地、清掃等にて、コンクリートガラ等での埋戻しは
行わず、将来にわたって支障のない適切な材料で埋め戻し
を行うこととの記載がありますが、適切な材料とは、公共
建築工事標準仕様書3章土工事3.2.3埋戻し及び盛土表3.2.1埋
戻し及び盛土の種別 D種（再生コンクリ ート砂）は不可と
し、A種（山砂の類）・ C種（他現場の建設発生土の中の良
質土）及びそれに類する良質土と考えて宜しいでしょう
か。御指示願います。

お見込みのとおり。

11 p27

「発注仕様書第2章-第2節-1.-11)」(P.27)に、｢ピット､基礎
等の掘削部は､コンクリートガラ等での埋め戻しは行わず、
将来にわたって支障のない適切な材料で埋め戻しを行うこ
と｣とありますが､ピット､基礎等掘削部及び基礎杭撤去部の
埋戻し材料の指定はありますでしょうか。
または､ 購入土による埋戻しと考えてよろしいでしょうか。

設計図書に対する質問番号
10の回答を参照のこと。

12 p27

1.11)コンクリ ートガラ等での埋戻しは行わず､将来にわ
たって支障のない適切な材料で埋戻しを行うこと｡とある
が､コンクリートガラを場内再生処理し､RC-40程度の再生ク
ラッシャーランに処理したもので埋戻しを行っても良いで
しょうか。

不可とする。

13 p27
1.12)解体跡地の整地 表層は敷砂利（単粒砕石：t =100
mm)で仕上げること。とあるが上記同様に場内再生処理し
た再生クラッシャーランでも良いでしょうか。

不可とする。

14 p28

2.4)原則として、レンガ、キャスタ等を先に解体撤去し、次
いで、躯体及び構造物を解体すること。とあるが、汚染物
除去後・管理区域内の作業であればレンガ、キャスタ等と
プラント設備は同時に解体を行うことが一般的だが、レン
ガ、キャスタ等を先行撤去した後にプラント設備解体を行
わなければならないと考えて良いでしょうか。

管理区域内作業を前提にレン
ガ、キャスタ等とプラント設
備の同時解体も可とする。

15 p28

「発注仕様書第2章-第2節-2.-5)」(P.28)に、｢焼却灰や除去
した汚染物は他の解体廃棄物とは別にしておくこと｣とあり
ますが、焼却炉設備内の残留灰は一般廃棄物に該当するた
め、場内での集積・保管までと考えてよろしいでしょう

お見込みのとおり。

16 p28

「発注仕様書第2章-第2節-2.-8)」(P.28)に、 ｢ 1号炉､2号
炉､3号炉のうち一部の設備は､令和3年度ごみ処理施設閉鎖
業務にて残留堆積物の除去、高圧洗浄等による洗浄､ 燃料・
薬品類の抜き取り済みである」とありますが、し尿処理施
設も清掃済みと考えてよろしいでしょうか。

おおむね洗浄済みである。た
だし、し尿処理施設の薬品タ
ンク類は、発注仕様書P.31
5.-6)-(7)のとおり処分するこ
と。
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設計図書等に対する質問の回答書
別紙

番号 頁 質  問  内  容 回   答

工事名
工事場所

賀茂環境衛生センター解体工事
東広島市⻄条町三永

17 p28

「発注仕様書第2章-第2節-3.-1)」(P.28)に、｢解体工事に先
立ち､ 事前調査､目視調査､ 分析等の追加調査を実施するこ
と｡｣とありますが､｢発注仕様書第2章-第3節-3.｣(p.48〜56)
の｢図−6 アスベスト含有建材位置図(参考)｣における調査済
みの箇所以外で調査が必要と思われる箇所を追加で実施す
るものと考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおり。

18 p28

3.4)外壁塗装のうちアスベスト含有部分の除去工法は原則と
して塗膜剥離剤等によるスクレーパ剥ぎ取り等とするとあ
るが、下地調整材に石綿含有が見られる場合は剥離剤では
除去が困難なため、研磨による除去が一般的と考えます。
下地調整材には石綿含有は見られなかったと考えて宜しい
でしょうか。

参考資料「16.アスベスト事
前調査報告書(令和4年5月)の
添付資料アスベスト分析結果
報告書を確認すること。ま
た、除去工法については、お
見込みのとおりとするが、関
係法令、指針等に従って実施
すること。

19 p28

アスベスト含有建材除去について 外壁塗装は、RC躯体部
分は、表層の主剤と下地調整材のどちらにアスベストが含
有するのでしょうか。
また塗膜剥離剤等による工法とありますが、下地調整材に
ついては剥離剤での除去は不可能であるため電動工具によ
る工法も採用可能でしょうか。

設計図書に対する質問番号
18の回答を参照のこと。

20 p28

「発注仕様書第2章-第2節-4.」(P.28)の解体・撤去工事の範
囲について、本工事施設に関係の無い地中障害物や埋設物
等があった場合の解体・撤去工事は、工事範囲外と考えて
よろしいでしょうか。

施設に関係の無い地中構造物
や埋設物はないと判断してい
るが、発見された場合は、協
議とする。

21 p29

「発注仕様書第2章-第2節-4.-1)」(P.29)に、「令和4年6月
時点での地下水位 が現状地盤のGLからおよそ-1m〜-2m付
近に存在する」とありますが、 基礎部、ピット部の躯体解
体時に地下水により生じる工事排水は、 濁水処理設備によ
りSSとpHを処理した後に、道路脇水路に放流が可能と考え
てよろしいでしょうか。

ダイオキシン類付着物等の汚
染物と接触がない排水につい
てはお見込みのとおり。な
お、排水先は、下流の洪水調
整池とすること。

22 p29

「発注仕様書第2章-第2節-4.-1)-(3)」(P.29)に、｢擁壁等撤
去後の法面は、周辺法面と同形状に成形し、｣とあります
が、同形状に成形したものの法面の変状が生じた場合の対
策工については、別途協議対象と考えてよろしいでしょう

お見込みのとおり。

23 p29
管理棟部分の擁壁について 車路部分の擁壁も解体対象と
なっておりますが、 擁壁はフェンスの基礎となっておりま
す。フェンスも併せての解体としてよろしいでしょうか。

お見込みのとおり。
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設計図書等に対する質問の回答書
別紙

番号 頁 質  問  内  容 回   答

工事名
工事場所

賀茂環境衛生センター解体工事
東広島市⻄条町三永

24 p29

「発注仕様書第2章-第2節-4.-1)-(4)」(P.29)に、｢人工地盤
部分のうち､道路脇水路に近接する擁壁｣とありますが､当該
擁壁の構造図は､｢設計図書01.宅造工事許可・林地開発手続
き｣､｢14_東広島環境衛生施設造成工事_宅地定規図｣及び ｢
15-1〜3_東広島環境衛生施設造成工事_擁壁構造図」におけ
る逆Y型擁壁が該当するのでしょうか。
または、別に新設されたものであれば、当該擁壁に係る図
面をご提示願います。

お見込みのとおりであり、
別に新設した擁壁なない。

25 p30

7)土壌汚染対策工事 要措置区域に指定された場合（別途工
事）とありますが、それに関し以下3点ご質問です。
2-①土壌汚染対策法上必要となる届出及びそれに伴う土壌汚
染状況調査等は発注者において実施され､それに要する費用
は見積範囲外であるとの理解でよろしいでしょうか｡ご教示
願います。

お見込みのとおり。

26 p30

工事用地は、土壌汚染対策法の要措置区域もしくは形質変
更時要届出区域に指定されておらず､土壌汚染が無いものと
して工事費を見積ことでよろしいでしょうか。ご教示願い
ます。

お見込みのとおり。

27 p30

要措置区域に指定された場合の土壌汚染対策工事は別途工
事となっていますが、形質変更時要届出区域に指定された
場合、 施工上の制約が生じます。 それを踏まえた施工方法
で工事費を見積るためには、 土壌汚染状況調査結果が必要
となります。 資料をご提示願います。

今年度実施した、土壌汚染調
査では基準値を超過した項目
はなく、形質変更時要届出区
域及び要措置区域には指定さ
れない見込みである。現在、
形質変更の届出を提出し、県
が確認中である。

28 p30

土壌汚染対策工事について 要措置区域に指定された場合
は別途工事と記載がありますが、 形質変更届は提出済みと
いうことでよろしいでしょうか。また要措置区域には指定
されないと考えて見積書を作成してよろしいでしょうか。

設計図書に対する質問番号
27の回答を参照のこと。

29 p32

表-3 ダイオキシン類測定箇所に｢し尿処理棟｣が含まれてお
りますが、し尿処理棟にもダイオキシン類の発生若しくは
付着などが考えられるのでしょうか。考えられるのであれ
ば場所などをご教示願います。

し尿処理棟ではダイオキシン
類の発生もしくは付着は考え
られないが、測定は実施する
こと。

30 p32

表-3 ダイオキシン類（作業環境）測定について し尿処理
棟においてダイオキシン類（作業環境）測定を行うように
なっていますが、焼却炉設備がないためダイオキシン類対
策は不要と考えてよろしいでしょうか。

測定は必要であるが、ダイオ
キシン類対策の要否は工事開
始までに、所轄労働基準監督
署に工事計画を届出して確認
すること。
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設計図書等に対する質問の回答書
別紙

番号 頁 質  問  内  容 回   答

工事名
工事場所

賀茂環境衛生センター解体工事
東広島市⻄条町三永

31 p39

「発注仕様書第2章-第3節-3.」(P.39)の、「表-17(1)アスベ
スト調査結果No.37」 について、煙突断熱材の詳細をご教示
願います。

参考資料「16.アスベスト事
前調査報告書(令和4年5月)」
を確認すること。

32 p39〜p41

「発注仕様書第2章-第3節-3.」(P.39〜41)の「表-17アスベ
スト調査結果」について、含有が確認された吹付タイル、
仕上塗材は、下地調整材も含めて含有が確認されたと考え
てよろしいでしょうか。

参考資料「16.アスベスト事
前調査報告書(令和4年5月)」
の添付資料アスベスト分析結
果報告書を確認すること。

33 p45
現場出入口に河川の橋がありますが、補強等は必要無いと
考えて宜しいでしょうか。

橋の強度が不明なため､大型
車両の通行時は必要に応じて
補強すること｡

34 p45
図-5 平面図とA-A’ 断面とにおいてフェンスの(新設)(残
置)の整合性が取れておりません｡どちらを正とするかご指示
ください｡

平面図のフェンス（新設）を
正とする。

35 p45

図-5 解体撤去後の計画概略図について 新設フェンスの高
さ、形状、仕様、規格等についてご指示願います。また、
p30に8)には工事範囲外として(1)雨水排水設備及び(2)外構
設備の記載がありますが、別途工事と解釈してよろしいで
しょうか。
人工地盤部分について、撤去後は敷地レベルがGLから低い
位置で敷地段差がありますが、盛土、法面成形して門扉を
基準に水平な敷地に造成して仕上げると考えてよろしいで
しょうか。

新設するフェンスは､｢ネッ
トフェンス(H=1200程度)と
し､仕様は既存フェンスと同
等以上とする。
また、工事範囲外は「別途工
事」ではなく、「残置」を基
本とするが、いったん撤去し
た後に、新設も可とする。人
工地盤部分はお見込みのとお
りとする。

36 参考資料
09

平成 12 年度賀茂環境衛生センタ ー管理棟建設工事竣工図の
38･39ページ宅地造成断面図で現況・盛土と記載がありま
す。今回管理棟解体時は現況の地盤は強固なものと考え山
留等は必要無いと考えて宜しいでしょうか。

各種の設計指針及び基準、関
係法規にのっとり、山留等を
設置すること。

37 参考資料
09

ランプウェイ・管理棟解体後の造成は周囲の法面に合せる
ものと考えて宜しいでしょうか。
また､ランプウェイ造成時の残土を管理棟造成時の盛土とし
て利用してもよろしいでしょうか。

お見込みのとおり。

38 参考資料
09

道路側人工地盤下部の土留め壁は残置するものと考えて宜
しいでしょうか。

お見込みのとおり。
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設計図書等に対する質問の回答書
別紙

番号 頁 質  問  内  容 回   答

工事名
工事場所

賀茂環境衛生センター解体工事
東広島市⻄条町三永

39 その他

10-(2)特別共同企業体 代表者以外の構成員(B群）力 技術
者 に記載の施工現場に専任で配置する技術者について、具
体的に配置すべき期間の開始時期について質間です。
発注仕様書4頁「8．工期」では、 契約工期の開始日は「契
約締結の翌日（令和4年12月議会議決の翌日） から」とあ
り、 また、 広島中央環境衛生組合建設工事条件付一般競争
入札公告共通事項 「4-(3)技術者の配置について」には、 契
約後、工事の施工にあたって、 1号工事では配置予定技術者
とした者を、 技術者として配置しなければならない。とあ
ります。
この工事は､契約後、 解体工事の施工計画の作成､ 労働基準
監督署との協議、 貴組合様の承諾までに一定の期間が必要
となります。
代表者企業の監理技術者は当然に契約期間の選任配置と考
えておりますが、 代表者以外の構成員で専任配置すべき配
置技術者の配置開始時期は、契約工事の開始日ではなく、
実際の工事着手時期となっても良いと考えてよろしいで
しょうか。ご教示願います。

不可とする。

40 その他

入札公告及び発注仕様書4頁 「8. 工期」は、｢広島中央環境
衛生組合議会の議決の日 の翌日から令和7年9月30日まで」
とあります。工事の完成時期については、必要な要求水準
を満足している事を前提に、弊社の施工計画に基づき、必
要な完成検査期間を含め令和7年9月30日より早い完成が可
能と判断する場合には、完成時期を短縮する事が可能と考
えてよろしいでしょうか。ご教示願います。その場合､ 工事
請負代金の減額はないものと考えてよろしいでしょうか。
ご教示願います。

お見込みのとおり。

41 その他

入札公告には「10競争入札に参加する者に必要な資格に関
する事項」(3)単体企業 カ技術者に(ｱ)該当工事に係る監理
技術者の資格を有する者」との記載がございますが、該当
工事に係る資格とは、解体工事業のみでしょうか。建築工
事業は含まれるのでしょうか。

含まれる。

42 その他

10競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 力 技
術者につきましては、 入札参加者として建築一式の監理技
術者を選任で配置し、 専門工事業者から解体工事の有資格
者を専任で配置することでもよろしいでしょうか。

お見込みのとおり。
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設計図書等に対する質問の回答書
別紙

番号 頁 質  問  内  容 回   答

工事名
工事場所

賀茂環境衛生センター解体工事
東広島市⻄条町三永

43 その他

本工事は事後審査書類提出､落札者決定､仮契約から議会議
決､本契約まで 1 ヵ月程度の期間を要すると思われますが､
配置予定技術者について､事後審査書類提出時に資格要件を
満足する複数名を申請し､本契約時に申請した複数名のなか
から 1 名を選定することは可能でしょうか。

不可とする。
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